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序     文 
 

 1991 年の旧ソビエト連邦の解体に伴い独立したグルジアは、独立直後の政治・経済の激動を

経て、2004 年１月に就任したサーカシビリ大統領のリーダーシップの下、一層の市場経済化を

推進しています。なかでも同国の経済活動の主要な担い手である民間セクターの振興は、2004

年６月に発表された「 The Government Strategic Vision and Urgent Financing Priorities in 
2004-2006」においても重要分野と位置づけられています。 

 しかしながら、民間セクター振興のための重要な柱の１つである人材育成分野においては、

政府予算や専門家の不足等により政府関連機関での体系化された人材育成制度は存在せず、欧

米ドナーの支援を受けている大学や民間団体などの独自の取組みに依存している状態にあり

ます。 

 こうした背景を踏まえ、グルジア商工会議所（GCCI）が行うビジネストレーニングコースの

新設･再編等による民間セクター人材育成能力の強化に係る技術協力プロジェクトの要請がグ

ルジア政府よりわが国に対し提出されました。これを受け、独立行政法人国際協力機構（JICA）

は 2006 年８月に事前調査団を派遣しプロジェクトの妥当性に対する調査を行い、2007 年３月

のサーカシビリ大統領来日時に日本・グルジア技術協力協定が締結されたのち、2007 年９月に

再び調査団を派遣しグルジア政府とプロジェクトの実施について具体的な協議を行い合意に

至りました。本報告書は事前調査結果と実施協議結果を取りまとめたものです。 

 最後に、本件にご協力いただいた日本及びグルジアの関係各位に対し深甚なる謝意を表すと

ともに、あわせて今後の支援をお願いする次第です。 

 

 2007 年 10 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

経済開発部長 新井 博之 

 



略  語  表 
 

ABCO Association of Business Consulting Organizations of Georgia（グルジアビジネスコ

ンサルティング協会） 

ABTC Azerbaijan Bank Training Center(アゼルバイジャン銀行トレーニングセンター) 

APU Ritsumeikan Asia Pacific University (立命館アジア太平洋大学) 
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CIDA  Canadian International Development Agency 
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GCCIとの事前調査協議  GCCIの研修室 

   

GCCIの研修機材  SMEDAの契約する研修会場 

 
 

  

GCCI幹部と実施協議調査団  トビリシ市の風景 
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第１章 事前調査 
 

１－１  調査の背景と目的 

（１）調査の背景 

グルジアでは、1999 年７月に「Law on Support of Small Enterprises」、2000 年１月に大

統領令「Creation of Small Enterprise Coordination Council」、2000 年８月に大統領令「Small 
and Medium Enterprise State Support Program for 2002-2003 in Georgia」等の中小企業（SME）
育成関連法令等が相次いで発布されるとともに、2003 年６月に公表された「経済開発・貧

困削減プログラム」においても、SME 振興のための政府の諸施策の重要性が記されている。

さらに、2004 年６月に発表された「The Government Strategic Vision and Urgent Financing 
Priorities in 2004-2006」では、SME 振興を重点分野として位置づけている。 

一方、SME 振興のための重要な柱の１つである人材育成分野においては、政府予算や専

門家の不足等により、政府関連機関における体系化された人材育成制度は存在せず、もっ

ぱら、米国、欧州連合（EU）等の国際ドナーや民間に依存しているのが実状である。さら

に、現在グルジアにおいて国際ドナーの支援により開設されているビジネス・スクールは

いずれも学費が高額であり、そのため受講者が限定される問題がある。 

JICA は 2004 年２月及び９月に「民間セクター人材育成プロジェクト形成調査団」を派

遣し案件形成を行った。その結果 2005 年４月にグルジア外務省より、グルジア商工会議

所（GCCI）のビジネストレーニングセンター強化支援の要請が提出され、2006 年度中の

プロジェクト開始に向けプロジェクトの事前評価を目的として本調査団を派遣すること

となった。 

なお、本件プロジェクトのグルジア側実施機関として GCCI が挙げられている理由･背

景は以下のとおりである。 

① ビジネス研修の重要性を理解し、小規模ながらも既に企業家対象の研修コースを独自

に実施し、かつ研修を拡大する計画をもっている。 

② ビジネス界と直結しているため、研修ニーズを把握して、実践的研修を提供できる可

能性をもっている。また、社会的信用もある。研修対象者は将来の起業家ないしは企業

の中堅管理者候補であり、SME 振興の観点から有望な人材層である。 

③ 非営利組織であり、受講料を抑えて広く一般に研修機会を提供している。政府からの

信頼もあり、政策決定に一定の影響力をもっている。 

 

（２）調査の目的 

① 財務省、GCCI 及び他の関係機関との意見交換を通じて本件プロジェクトに関する先

方ニーズ、実施体制、カウンターパート（C/P）配置体制、専門家受入体制の確認を行

う。また、併せて本プロジェクト実施の妥当性を検証する。 

② プロジェクトの活動計画（PO）表のプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

を作成し、プロジェクト目標、期待される成果、投入、活動内容について協議、確認を

行う。また、以上の内容をまとめたプロジェクト開始のための合意文書としての討議議

事録（R/D）案を作成し、GCCI、財務省及び調査団で署名する。 
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１－２  調査内容 

（１）GCCI の実施体制、予算、実施中の事業内容（計画含む）、施設・機材について確認す

る。 

（２）GCCI の研修の対象となる中小企業を訪問し、その問題点を確認する。 

（３）現在の研修内容、今後の研修プログラムの開発計画を確認する。 

（４）GCCI の地方事務所の現状を確認し、今後の地方都市での研修ニーズを検討する。 

（５）出発前に作成する PDM（案）の内容についてグルジア政府（実施機関）と協議・確

認を行い、合意形成する。 

（６）上記(５)の PDM（案）の内容に基づいた５項目評価を行う。 

（７）上記(６)の PDM（案）に基づき必要に応じて各種プロジェクト管理諸表（PO ほか）

の原案を作成する。 

（８）プロジェクトの実施体制について先方政府と確認する。 

（９）安全対策面については、大使館も JICA 事務所もない国であるという事情を勘案し、

慎重に安全確保について確認を行う。 

（10）他ドナーや大学との連携の可能性を検証する。 

（11）「中小企業経営者育成プロジェクト」を実施中であるアルメニアと、「中小企業経営者

トレーニング」案件を実施中のアゼルバイジャンを訪問し、派遣中の専門家及び C/P
関係者などと面談し、市場経済移行国における民間セクター人材育成プロジェクトを

実施するうえでの参考とする。 

 

１－３  調査期間 

 2006 年８月２日（水）～18 日（金） 
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１－４  調査日程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

滞在国 榎下・割石 仲上

8月2日 水 日本出発 PM   　移動：東京→ミュンヘン

8月3日 木 アルメニア

AM　   エレバン着
PM   　外務省表敬訪問
　　   SMEDNCおよび貿易・経済開発省との打ち合わせ
　　　 昨年度本邦研修参加者との面談
       トレーナーズトレーニング現場診断セッションに参加

8月4日 金 アルメニア

AM 　　専門家との面談
　　　 昨年度本邦研修参加者との面談
PM 　　SMEDNC （現場診断のプレゼンに参加）

8月5日 土
アルメニア→ア
ゼルバイジャン

AM     移動：エレバン→ウィーン
PM　　 資料整理
       移動：ウィーン→バクー

8月6日 日
アゼルバイジャ
ン

AM     バクー着
PM     専門家との打ち合わせ

8月7日 月
アゼルバイジャ
ン

AM     ABTC（銀行トレーニングセンター）所長表敬訪問
PM     同副所長との会食
　　　 専門家との打ち合わせ

PM　　 移動：大分→羽田

8月8日 火 グルジア

AM　　 移動：バクー　→　トビリシ
PM　　 外務省表敬訪問
　　　 財務省訪問

       移動：成田→イスタンブール→トビリシ

8月9日 水 グルジア

AM　　 団内打ち合わせ
PM　   商工会議所：R/Dについての協議
　　　 経済開発省訪問

AM     トビリシ着
       団内打ち合わせ
PM     同左

8月10日 木 グルジア
AM  　 商工会議所：R/Dについての協議
PM     中小企業訪問
        GRC (Construction anr Repair Company)

AM　　 中小企業訪問
　　　 ①Racha Spring Waters ②Design Studio Mega
PM  　 ③Bread Factory No.4  ④GRC (Construction anr Repair
         Company)

8月11日 金 グルジア

AM　　 USAID(SME Support Program)
　　　 EU-TACIS
PM     World Bank/IFC
       商工会議所：R/Dについての協議
       トレーニング会社視察：AEMC

同左

8月12日 土 グルジア

AM   　トレーニング機関（会社）視察
　　   ①Georgian Insurance Association
       ②ELC and Com
PM     ③Gergian Business Development Center

同左

8月13日 日 グルジア
AM　   移動
PM　   商工会議所地方支所(在Telavi)と打ち合わせ
　　   ワイン製造企業訪問・工場見学

同左

8月14日 月 グルジア
AM　   JICA本部と電話協議
PM　   商工会議所：R/D協議

AM     Caucasus School of Business
PM     国立トビリシ経済関係大学(Tbilishi State Institute of
       Economic Relations)
       中小企業視察：Elselema(衣服・介護用品製造）

8月15日 火 グルジア

AM　   JICA本部と電話協議
PM　   商工会議所：R/D協議

AM    トビリシ国立大学(Tbilisi State University)
      Caucasus School of Economics
　　　中小企業視察：GMP(Medical Drugs and Manufacturing)
PM    研修機関視察：SMEDA
     商工会議所：R/D協議

8月16日 水
グルジア→アゼ
ルバイジャン

AM　　 JICA本部、GCCIと電話協議
　　　 外国人用病院"Medi Club Georgia"訪問
PM　　 外務省との協議
　　　 商工会議所：M/M署名
　　　 バクーへ移動

同左＋SELP(Small Enterprise Lending Programme)訪問

8月17日 木
アゼルバイジャ
ン

AM　 　資料整理・報告書作成
PM     TICミッションとの会食
       日本大使館表敬･報告
　　　 移動：バクー→ドバイ

同左

8月18日 金 日本帰国 　  　 移動：ドバイ→関空→羽田 　 　 移動：ドバイ→関空

日付
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１－５  調査団員構成 

分 野 氏 名 所 属 

団長/総括 

Leader 
榎下 信徹 

ENOSHITA Nobutetsu 
独立行政法人国際協力機構 

専門技術嘱託 

ビジネスコース運営 

Business Course 
Management 

仲上 健一 

NAKAGAMI Kenichi 

立命館アジア太平洋大学(APU)副

学長 

アジア太平洋学部 教授 

協力企画 

Cooperation Planning 
割石 俊介 

WARIISHI Shunsuke 

独立行政法人国際協力機構 

経済開発部中小企業チーム 

ジュニア専門員 

※上記に加え、在アゼルバイジャンの大杉専門家〔政府開発援助（ODA）アドバイザー：

当時〕及びグルジア在外調整員 Giorgi PHIPHIA 氏が現地参団。  

 

１－６  主な訪問先での協議・確認事項 

【グルジア】 

（１）先方関係機関 

１）グルジア外務省 

・協力方針説明  
・専門家の安全確保の対策について 

・免責特権について  
２）経済開発・外国投資担当大統領補佐官 

・グルジアにおける SME 振興政策について 
・国家開発における SME 振興の位置づけについて  
・GCCI との関係について  

３）グルジア財務省 

・本プロジェクト実施へのコミットメント及びモニタリング体制について  
・免税･免責特権について  
・R/D への署名について  

４）GCCI 
・ビジネストレーニングコースの現状と今後の計画について  
・プロジェクト実施体制について 
・地方商工会議所におけるトレーニングコースについて 
・政府との関係について  
・R/D 協議 

 

（２）ドナー（EBRD、EU-TACIS、USAID、世界銀行、IFC）  

・本プロジェクトへの意見  
・連携の可能性について  

 

（３）大学(Caucasus School of Business ほか) 

・本プロジェクトへの意見  
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・連携の可能性について  
 

（４）他のトレーニング機関（Georgian Business Development Center ほか） 

・本プロジェクトへの意見  
・本プロジェクトとのデマケーションについて確認  

  

（５）SME 
・GCCI 会員企業などを訪問、研修についてのニーズをヒアリング 

 

【アルメニア】 

・SMEDNC 
本調査団派遣時、短期専門家４名を派遣し、SME 人材育成支援の技術協力プロジェクト（ビ

ジネスサービスプロバイダーのトレーナーズトレーニング）を実施中であった。同プロジェ

クトの進捗状況を確認し、市場経済移行国において民間セクター人材育成案件を実施するう

えでの留意点、課題についての教訓を得、グルジアでのプロジェクト実施の参考とする。 

 

【アゼルバイジャン】 

・ABTC 
長期専門家１名が銀行関係者及び SME 経営者向け各種セミナーを実施中。市場経済移行

国においてビジネス人材育成案件を推進するうえでの留意事項や効果的な手法を把握し、グ

ルジアでのプロジェクト実施の参考にする。 

 

１－７ 団長所感及び調査結果（事前調査） 

 

 （注：「団長所感」並びに「調査結果」は、本件事前調査終了時の 2006 年９月に記述されたものである。） 

 

【団長所感】 

１－７－１ 要請の背景と案件の妥当性について 

（１）ソ連邦体制の崩壊後 15 年を経た 2003 年の「バラ革命」と称されたサーカシビリ大

統領の登場からグルジアは市場経済化に加速がかかっている。同大統領は 2006 年８月

５日に新経済開発政策を発表し、そのなかで最近の世界銀行のレポートを引用し、まず

グルジアは著しい経済環境の向上と汚職の減少を成し遂げたことを公表した。さらに雇

用対策や税制改革などが国の主要課題であることを挙げつつ、同時に「人材の開発」の

重要性を強調するために同政策文書の大部分を割いている。そのなかで例えばビジネス

機会の増進のために、５万人を対象とした３ヵ月の企業内インターンシッププログラム

を設けたことを述べている。このような動きはグルジアに対する援助の重点課題である

「雇用創出」「所得向上」「SME」などを基に要請された本案件「民間セクター人材育成

プロジェクト」の妥当性を裏付けるものとなっている。今回の企業訪問を通じても、人

材育成への要望が高く、人材養成機関の強化が緊要であることが実感された。また、企

業とのマッチングが比較的順調なビジネス・スクールでは、過熱気味ともいえるほどの
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経営の進展が確認された。 

 

（２）グルジアの企業の存在は、いまだ自由主義経済の熟成課程で生まれたものではない

だけに、中小企業の概念もわが国がもつものとは異なる。外務省、財務省などの関係省

庁との協議を通じても、企業間格差の存在から発する中小企業との概念が希薄だけに、

そのことが政策や行政機構に反映された結果となっている節がある。すなわち、SME 振

興は市場経済化の競争原理から生じた SME への政策的関与のニュアンスではなく、一

国の経済振興策それ自体に等しいという側面がある。その振興策も「官」の主導ではな

く「民」の活力に任せようとの機運が強く、そのことが SME 振興を担う明瞭な行政機

構が存在しない結果となっていると思われる。さらに、そのことがまさに本プロジェク

トの C/P 機関を商工会議所とした背景となっている。 

 

（３）サーカシビリ大統領が 38 歳の若さであることに象徴されるように、我々が接した

行政機構の局長以上の幹部も等しく 30 歳前後という年齢で、英語を解する外国留学組

である。そのことは、企業や人材養成機関においても等しくみられる現象である。「名

実ともに市場経済化への対応は若者が担っていく」ことがグルジアの実情であり、否応

なく人材の輩出を求めざるを得ない当国が負う歴史的宿命である。自由主義経済体制へ

の移行は、官・民ともに抱えた人材の空洞化への対応、すなわち「官」においてはガバ

ナンスへ、「民」においては市場原理の競争力へ、各々がいかに理解し、対応力を備え

るかが鍵となっていくだろう。まさしく「人づくりが国づくり」であることを物語って

おり、本案件もその位置付けとしての意義をもつものである。 

 

１－７－２ C/P 機関について 

（１）商工会議所を C/P 機関としたことは、上述したとおりであるが、協議にあたって、

先方は当方からあらかじめ手交した文書に目を通し、対応案を用意する周到さを示して

くれた。その事実が、本案件への期待を物語るものである。 

 

（２）政府との関係では、国会の副議長が GCCI の会頭を兼ねていて、政府に対する発言力・

影響力を有しているが、むしろ「民でできることは民で」との意識から、政府は極力口

出しをしないとの態度で臨んでいる。団長の個人的見解であるが、プロジェクト運営は、

常にローカル・コストの問題に直面することから、係る独立採算で運営する機関のほう

が自助努力という点で頼りになる。自助努力しだいで事業の収支が左右され、身の丈に

応じた運営をもたらすことになる。その意味で同会議所の研修センターはいまだコース

数も施設も細小であり、先方も当センターの拡充にかける期待が大きい。本プロジェク

トの成果としても、現在のセンターの姿をベンチマークとした定量かつ定性的な評価が

行えることとなる。また、同会議所は地方に６支部を有しており、事業の地方展開が期

待されている。 

 

（３）同センターの講師陣はすべて外来であることから、現在、技術移転のターゲット・

グループが不定である。今回の調査では、アグリビジネスや観光分野が人材養成対象と
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して有望視されたが、より具体的には協力開始当初のニーズ調査で決めることとなる。

本調査の重要性は無論であるが、その後インストラクターとなる C/P 陣をいかに確保す

るか、特に優秀な人材を安定的に配置することが求められる。市場ニーズに応じた的確

なコース設定を行えば、参加者の盛況は十分に期待されるグルジアの現況から、実務に

長けた講師陣の配置が同センターの命運を握っているともいえる。また、この成否が本

案件のサステナビリティを左右することにもなる。なお、先方は技術移転について単な

るマンパワーの提供でないことを理解していることを表明したが、協力開始時には、終

了後を想定しつつ再度確認することが必要であろう。 

 

（４）協力開始時期について、先方は当国の学期などの事情から早期開始を強く要望して

きた。具体的には 2007 年２月ごろからのコース開始が望ましいとしてそのためには年

内派遣を願い、ニーズ調査などの事前準備を了したいとのことである。 

 

１－７－３ R/D 協議について 

（１）本案件は実施機関が商工会議所であること、更に協力分野が民間の人材育成である

ことからか、同会議所と技術協力の窓口機関である財務省との間で、関与の仕方に若干

の確執がうかがえた。つまり、前者は干渉を望まず、後者は無関与を装うとの態度がみ

られた。係る状況には２つの原因が考えられる。１つには、いまだグルジアが二国間技

術協力の経験が浅く、国の関与に対する認識が薄いこと。２つには協力分野が市場経済

化の一環であるだけに極力「官」は控え、「民」の自主性に任せようとの意識が働いた

ものと推測される。いずれもグルジアが体制崩壊後急速に進めている市場経済化の一過

程で生まれた現象といえるだろう。 

 

（２）締結については、上記したように政府関与の認識が薄く、その結果「特権・免責」

条項への対応には今後の閣議了解等の手続きを要するとの見方を財務省が示し、本調査

期間中の署名交換には至らなかった。それに代えて、2006 年 11 月末までにグルジア側

の準備を整えることを条件に再度 R/D 協議を開く旨のミニッツに署名した。ただし、残

念ながら同ミニッツに対しても財務省の署名は得られなかった。打開策としては交渉中

の日本・グルジア技術協力協定の早期締結が最も望まれるが、JICA としても先方政府

への働きかけを鋭意継続することが必要である。いかんせん、グルジアとの二国間技術

協力は「出会い」が始まったばかりであり、徐々に相互理解を深めていくとの度量も大

事だろう。 

 

（３）先方は、プロジェクト運営に係る経費に対する当方負担への期待が大きく、本協議

で最も議論となった事項であった。当方の現地業務費で支出する内容については、協力

開始時に改めて確認する必要がある。 
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１－７－４ その他 

（１）他ドナーとの連携 

グルジアは、米国が地政学上、戦略的な援助を展開しており、また、EU も脱ロシア

を図る当国への援助に熱心である。係る先行ドナー機関との情報交換、更には講師陣へ

の補強として連携することは、協力効果の点で意義あるものと考えられる。 

 

（２）コーカサス３国の域内協力 

JICA は、アルメニア、アゼルバイジャン、グルジア３国で民間セクターの人材育成を

図ることとなるが、今後戦略的に何らかの域内交流を図ることが望まれる。例えばアル

メニアで実施中であったトレーナーズトレーニングの講師から、有能な人材を選考し、

グルジアへ派遣するなどは有効な協力関係と考えられる。 

 

（３）安全管理 

現在、グルジアへの技術協力として本邦から日本人が派遣された形の事業としては、

デジタルマップ作成の開発調査があるが、専門家派遣の実績はない。その結果からか、

JICA としての安全管理、特に危機管理に対する意識と体制が確立されていない現状にあ

る。グルジアには、日本大使館も JICA 事務所も存在しないが、英国事務所と契約した

安全対策クラークとしての現地傭人がいるので、彼を核とした緊急時の対応体制を確立

することが本案件の実施の条件にもなろう。 

 

【調査結果】 

 

 GCCI 商工会議所及びグルジア政府機関との協議結果の主要な点は以下のとおり。 

（詳細は付属資料１「１．事前調査 対処方針及び調査・協議結果」に記載） 

 

１－７－５ R/D 及び協議議事録(M/M) 

調査時点で、日本とグルジア間の技術協力協定について両国政府間で協議中であったため、

プロジェクト実施に関連する免税・免責・特権についての両国政府の合意がないなかでの協

議となり、協議は難航を極めた。 

結果として、C/P である GCCI は R/D へのサインに同意したが、グルジア政府の援助調整

窓口である財務省が署名を拒否したため、R/D の合意・署名には至らなかった。 

財務省が署名を拒否した理由として、免税・特権・免責に係る条項について財務省単独の

権限で承諾できず、政府を代表して署名するためには少なくとも閣議決定を経なければなら

ず、場合によっては議会で法改正が必要であることが主張された。 

そこで、2006 年 11 月末を期限としてグルジア政府としての署名への意思表示がなされな

い場合は、案件実施の是非そのものを再考することを確認した M/M（付属資料４）に署名・

交換した。11 月末を期限としたのは、グルジア外務省表敬訪問時に 10 月にも技術協力協定

署名の見通しという発言があったことを踏まえてであった。結局、技術協力協定は 2007 年

３月の署名となったものの、2006 年 11 月にレターが提出され、協議継続の意志が表明され

た。 
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１－７－６  プロジェクトの枠組みについて 

GCCI との協議のなかではプロジェクトの枠組みについては特段の異論はなかったが、主

に議論になった点として次の点があげられる。 

（１）トレーニングセンターの家賃に係るコストシェアリング 

GCCI は本プロジェクトの開始を機に老朽化が激しく手狭な現在のトレーニングセン

ターからの移転を希望しており、移転後は家賃の上昇が見込まれるため、家賃の一部を

JICA に負担してほしいとの希望が表明された。 

調査団としては、家賃のような経常的費用はグルジア側が負担すべきものであり、特

別セミナーなどのイベントの実施により通常使用する研修施設以外の施設を借りる際

はプロジェクトの経費として負担する余地があることを説明したが、その後もたびたび

家賃負担の話は蒸し返された。 

先方としては「新しいビジネストレーニングセンターを JICA の協力でつくる」とい

うイメージのなかで、ソフト（コンテンツの充実）よりもハード（研修施設の改善）に

強い関心がある様子であった。「大学など公的機関の協力を仰ぎ安く借りられる施設を

利用してはどうか」という調査団の提案に対しても「大学は不特定多数の人が出入りす

るためセキュリティ上問題がある」と言い、否定的な反応をみせた。 

 

（２）専門家の家賃、国内出張などの活動費 

専門家の家賃や活動費に関し、グルジア側負担でなく JICA 側投入の項目として明示

するよう要求があった。これに対し、R/D における記載は「原則」を確認する趣旨であ

ることを説明し理解を求めたが、結局は R/D の文言を「詳細はビジネスコース運営/業

務調整の専門家が GCCI と協議して決定する」という内容に修正した。 

 

（３）政府機関の関与について 

当初は財務省の R/D 署名を楽観視していた GCCI であったが、財務省が署名に難色を

示したことから、政府の関与は必要ないという「そもそも論」を提起し始めた。GCCI
は単なる会員制の非営利団体ではなく「Public Law」により設立された公的組織である

ため政府の関与は必要ないというのがその主張の中心であったが、調査団は、ODA は

G/G（政府間）ベースで行われるものであること、プロジェクト実施にあたり免税・特

権・免責を担保するためにグルジア政府の関与が必要であること等を説明し、理解を求

めた。「公的機関」としての誇りをもつ GCCI としては納得がいかない様子ながらも深夜

まで財務省に必死の説得を試みたが、最終的には財務省の同意が得られず調査団滞在中

の署名には至らなかった。 
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第２章 実施協議 
 

２－１ 実施協議の背景と目的 

（１）協議の背景 

JICA は、プロジェクトの枠組みを確定するため、2006 年８月事前評価調査団を派遣し、

実施機関の GCCI と基本的な協議を行ったものの、援助受入窓口であり本プロジェクトの

監督機関であるグルジア財務省の了解が得られず、結果 R/D 締結には至らなかった（第１

章参照）。その後 2007 年３月のサーカシビリ大統領の来日により日本―グルジア政府間に

おいて技術協力協定が締結されたことを受け（2007 年７月発効）、財務省として GCCI と

連名で R/D 署名を行うことが可能と、現地の大杉専門家（アゼルバイジャン首相府に派遣

されていた ODA アドバイザー：当時）より報告された。 

係る状況の下、プロジェクト実施の枠組み（R/D 協議）及び実施細則（M/M 協議）を確

定するため今回実施協議調査団を派遣することとした。 

 

（２）協議の目的 

2006 年８月の事前調査において協議された協力の枠組みに対しての確認を行い、実質的

な双方の投入等に係る協議を行う。合意がなされた場合は、技協協定に基づいた R/D を援

助調整機関である財務省、実施機関である GCCI と三者署名を行う。なお、実施細則につ

いて合意された場合は GCCI と M/M 署名を行う（財務省は総括機関であり、プロジェク

トの詳細については GCCI に一任されているところ M/M の署名は GCCI と行う）。 

 

２－２ 協議事項 

（１）C/P の配置 

・研修コース運営管理のために GCCI より配置される具体的な C/P について確認する。  
・C/P として実際の技術移転の対象者となる研修講師の人選について確保の方法と具体的

な手続きを確認する。 
 

（２）供与機材 

・供与機材については、事前調査時に GCCI より提出のあったリストを再確認し、各々の

プライオリティと妥当性を確認する。  
 

（３）本邦研修 

本邦研修の内容についての大枠は、以下の内容のとおりである旨説明し協議する。 

また研修員については、GCCI 職員や研修講師を含む C/P のみに限ることを説明し協議

する。 

ビジネスコース運営研修（１回のみ） 

・参加者：GCCI 職員（幹部、トレーニングセンター長など約３、４名）  
・期間：約３週間  

個別科目における教材開発（２回を予定）  
・参加者：GCCI 研修講師（GCCI スタッフ、大学教授等１回約１～３名）  
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・期間：約２ヵ月  
（※いずれの研修も内容、日数、参加者数など詳細については、短期専門家と GCCI の

協議を基に研修受入機関と JICA の了承により実施される）  
 

（４）協力期間 

協力期間については、最初の専門家が派遣された日から３年間とすることを協議する。 

 

（５）その他 

PDM や PO の内容、その他プロジェクトの実施細則について協議する。合意に至った場

合において、R/D、M/M の署名を行う。 

 

２－３ 協議日程 

 協議期間：2007 年９月２日(日)～９日（日） 

 

日 付 滞在場所 榎下・鈴木・栗原 

９月２日 日 
鈴木：移動 

東京泊 
大分 → 羽田着  

９月３日 月 移動 成田 → ウィーン着   

９月４日 火 トビリシ 

トビリシ着  

AM：団内打合せ、安全対策クラーク(Zurab 氏)による

グルジア安全対策ブリーフィング 

PM：外務省表敬訪問（在アゼルバイジャン日本大使館

河野光浩書記官同行） 

GCCI と実施協議 

９月５日 水 トビリシ 

AM：SMEDA、グルシアビジネスコンサルティング協

会（ABCO）、トヨタコーカサス LLC 訪問 

PM：コーカサス・スクールオブエコノミクス訪問 

SMEDA 研修施設視察訪問、団内打合せ 

９月６日 木 トビリシ 
AM：GCCI トレーニングセンター視察 

PM： GCCI 実施協議、M/M 署名 

９月７日 金 トビリシ 

AM：資料整理 

PM： JICA グルジア事務所にて財務省担当官と協議、

R/D 署名 

９月８日 土 グルジア出国 トビリシ → ウィーン、 ウィーン発  

９月９日 日 日本帰国 成田着 （鈴木：羽田→大分）  
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２－４ 団員構成 

分 野 氏 名 所 属 

団長/総括 

Leader 

榎下 信徹 

ENOSHITA 

Nobutetsu 

独立行政法人国際協力機構 

専門技術嘱託 

ビジネスコース運営 

Business Course 
Management 

鈴木 泰 

SUZUKI Yasushi 
立命館アジア太平洋大学 准教授 

マネジメント学部 副学部長 

協力企画 

Cooperation Planning 

栗原 敏昭 

KURIHARA 

Toshiaki 

独立行政法人国際協力機構 

経済開発部中小企業チーム 

ジュニア専門員 

  ※上記団員に加え、グルジア在外調整員 Giorgi PHIPHIA 氏が現地参団。 

 

 

２－５ 団長所感及び協議結果（実施協議） 

【団長所感】 

２－５－１ 市場経済化と人材育成の現状について 

本プロジェクトの協力背景には、グルジアの市場経済化への体制移行を支援するという本

趣旨があるわけだが、1991 年旧ソ連邦解体後の独立から 16 年、2004 年の市場経済化急進派

の現大統領サーカシビリの登場から３年を経て、グルジアの移行経済の現状は目をみはるも

のがある。経済成長率などにみるマクロ経済指標からその一端をうかがい知ることができる

が、世界銀行レポートでもシャドー経済からの脱出に改革著しいものがあるとして改革優等

生の誉れに浴している。特にコーカサス３国（グルジア、アゼルバイジャン、アルメニア）

のなかでは、その取り組み、進捗度においてトップランナーであるとの見方が有力である。

一方、取り組みが急激過ぎて、若干バブル気味ではないかとの指摘も出ている。その最大の

根拠は、国営企業の民営化などにみられる海外資本への依存度があまりにも高いことがあげ

られる。急速な市場開放には常に税制などの投資環境の整備が課題となるが、究極的には市

民レベルでの意識改革の浸透度が最も問われることとなる。この点において当国は比較的、

若年層を中心に改革意識が高いとみられているのだが、実は彼らに対する人材育成の領域で

も「外国頼み」の現象が顕著ということができる。特に当国政府が脱ロシア化を進めている

ことから、欧米諸国からの支援に拍車がかかっている。本プロジェクトの分野である民間人

材育成においても例外ではない。この事実が後述するように今次の協議過程でも微妙な影響

をもたらす一因となった。 

 

２－５－２ 協力案件のサステナビリティについて 

欧米諸国の援助手法を概観すると、大学や NPO を対象に資金を投入し、本来相手側が負

担すべきと思われる運営経費（C/P の人件費、施設経費）も丸抱えのなかで、支援が行われ

ている。本案件の C/P である GCCI は、その事実を横目でみながら当方との交渉にあたって

いることが言葉の端々から実感された。わが国の技術協力は相手のオーナーシップを求め、

自助努力の姿勢に重きを置いているだけに明らかに相容れないものがあり、協議は難行する

こととなった。しかしながら、協議期間中に欧米支援の有力な被援助機関が解散したとの報
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に接し、改めてサステナビリティの重要さを考えさせられた。同機関（CERMA）は JICA の

プロジェクト形成調査においても、民間人材育成機関として最も成果をあげつつあると特筆

されている。CERMA は 1997 年 EU-TACIS の支援で設立され、1999 年からは「Marshall Plan」
などの世界銀行援助が入っており、マネージャークラス以上の富裕層を対象に自立できる非

営利機関との評を得ていた。委細は承知しないが、世界銀行の資金が止まると直ちに消失し

たとの事実は、サステナビリティの視点で明らかにキャパシティ・ビルディングに問題があ

ったものと推測される。冒頭述べたように市場経済化に群がる外国資本、外国頼みの国（人）

づくりといった風潮のなかで、JICA が技術協力プロジェクトに着手する今、CERMA の例は

「他山の石」として心すべきであろう。 

 

２－５－３ 本案件の留意点について 

（１）研修コースの設定 

研修分野として｢マーケティング｣と「ビジネス・マネージメント」の優先度が高く、

対象者は経営の中堅指導者クラスにフォーカスするのが妥当との共通認識がなされた。

分野、対象者を市場ニーズに合わせるとともに、政府間協力による人材育成案件として

の優位性、とりわけわが国の技術協力としての特色を確立することも重要である。さら

に「理論（アカデミック）」と｢実用（プラクティカル）｣のバランスある指導内容とす

ることが切望される。前者の有力機関としては｢コーカサス・ビジネス・スクール（USAID
援助）｣や「トビリシ欧州ビジネス・スクール（EU 援助）」が実績を積みつつあり、後

者においては前述した CERMA を始めいくつかの民間ビジネス・スクールが設立されて

いるのだが、市場経済の経験不足から経営改善・競争力強化をもたらす｢生産管理｣「品

質管理」などのテーマが実践される段階には至っていない。その意味で例えば日本的経

営手法（５S、カイゼン等）の紹介は、欧米の協力と一線を画す差別化が図られ、当国

の衆目を集める可能性が高い。 

 

（２）C/P の確保 

研修コースの講師となる C/P は、プロジェクトの開始とともに新たに GCCI が外部か

ら契約傭上することとなる。彼らは本プロジェクトの成果を問われる技術移転対象者と

なるので、リクルートにあたってはその資質の確保に留意するとともに GG ベース協力

のための GCCI 講師にふさわしい雇用契約の形をとることが望まれる。このことは案件

のサステナビリティを左右するほど重要なものになると思われる（今次の調査では、

GCCI が関与する機関－SMEDA－から人材確保の可能性があることが一応確認された）。 

 

（３）研修施設 

現在の GCCI の研修センターは、お世辞にも立派とはいえない。その理由から今回の

協議では新しい研修施設の話題が最大の焦点となった。しかしながら所詮、本件は先方

の専管事項であり、協議の結果、何とか理解を示してくれたので今後の自助努力を期待

し、見守るほかない。この結果は当方からの供与機材の選定にも影響を及ぼすことから、

一層の留意が必要である。 
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２－５－４ 協議の総括について 

2006 年の事前調査は二国間協力の枠組みづくりで暗礁に乗り上げたが、本年 2007 年に技

術協力協定が締結されたことにより、今次の協議は順調に進むかと予測された。しかしなが

ら、先方は施設借料と講師傭上経費などのランニング・コストの負担を執拗に求めて、協議

は難行した。この点は先方のオーナーシップの問題であり、わがほうに交渉の余地がないだ

けに協議決裂かとの緊迫した場面もあった。両国間の協力の意義をとくと述べ、ぎりぎりの

説得により何とかグルジア側の譲歩を勝ち得たが、先方の落胆ぶりもうかがえる結果となっ

た。その背景には、①欧米流の援助手法（施設、人件費等の負担）を同様にわが国にも期待

した、②歴史が浅い JICA 事業への理解が不足した、等があると考えられる。いずれの背景

もグルジアに JICA 事務所がないことが最大の事由になったと推察される。また R/D 署名に

あたって、技術協力協定が提携されたにもかかわらず、窓口官庁である財務省においては

2006 年８月の事前調査時同様、わが国との二国間協力に疑問を呈する対応も一瞥されたとこ

ろ、今後の課題として留意すべきかと思われる。 

本プロジェクトは、当国にとって初めての複合スキームの技術協力案件である。R/D、M/M
の合意に至って、今後本案件が日本・グルジア両国間の試金石となることを切に望みながら

の署名となった。 

 

【協議結果】 

 
 GCCI 及びグルジア政府機関との協議結果の主要な点は以下のとおり。 

（詳細は付属資料１「２．実施協議 対処方針及び調査・協議結果」に記載） 

 

２－５－５ 合意文書（R/D、M/M） 

協力の枠組みについては協議の結果、合意に至ったため、グルジア財務省、GCCI と R/D
署名を行った。また、実施細則（M/M）においても GCCI と合意に至ったため、署名を行っ

た（R/D、M/M の写しは添付資料４を参照）。 

 

２－５－６ C/P の配置 

（１）ビジネスコース立案・運営のための C/P 
トレーニングセンター長をはじめ、GCCI スタッフが C/P となることを確認、M/M に

記載した。 

 

（２）短期専門家（研修担当）の C/P（講師） 

プロジェクトで新設される GCCI のビジネスコースの C/P（講師）が未定のため、プ

ロジェクト開始前に C/P となる講師の配置をする旨、調査団から申し入れたところ、先

方より、 

１）講師に係る効率的な予算配分 

２）選定や契約の条件などの十分な検討 

を行うため、専門家到着後に講師の最終選抜をしたいとの申し入れがあった。 

上記に対し、当方よりプロジェクト開始直後の活動はカリキュラム作成であり、一定
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期間、C/P(講師)の配置は必要ないとの認識の下、専門家到着後２ヵ月以内に GCCI が

講師との契約を終えることを条件とし、C/P（講師）の確保に係る JICA、GCCI 双方の

役割を確認した。 

また、確保すべき C/P(講師)については、プロジェクト内における公的な役割を理解

し長期にわたって GCCI の研修コースに協力できる人材を活用するよう当方より申し入

れを行い、先方の了承を得た。 

 

２－５－７ 機材供与 

機材供与については、GCCI より新たに希望リストが提出されたところ、M/M に添付した。

GCCI は、研修センターの移転を計画しており、その施設が決定されたのち、各機材の要望

数量を JICA に通知したいとの申し入れがあり、当方了承した。なお、当方からは、最終的

な機材については予算の範囲内で供与する旨説明し、先方の了解を得た。 

また、移転後の研修センターの家賃負担に対し、強く JICA からの支援を求められたが、

これら経常経費については日本の協力においては実施機関負担との説明し理解を得た。 

 

２－５－８ 本邦研修 

本邦研修については、前述２－５－６で言及した GCCI 職員、研修講師等を対象として、

実施する旨提案し合意した。また、研修内容の詳細については、日本人専門家派遣後、GCCI
が研修希望内容等を記載したプロポーザルを作成したうえで日本側に提出し、その後 JICA
と受入機関の調整を行ったうえで、実施する旨説明し、了承を得た。 

研修内容の概要については、以下のとおりとする旨当方より説明し、先方の了承を得て、

M/M に記載した。 

①ビジネスコース運営研修（１回のみ） 

・参加者：GCCI 職員（幹部、トレーニングセンター長など約３、４名） 

・期間：約３週間 

②個別科目における教材開発等を通じたキャパシティ・ビルディング（２回を予定） 

・参加者：研修講師（１回約１～３名） 

・期間：約２ヵ月 

 

２－５－９ 協力期間 

最初の専門家の赴任日から３年間とする旨合意した。 

調査団より、2008 年３月ごろを目途にプロジェクトを開始できるよう、短期専門家の派遣

手続きを進める予定である旨説明し、先方の了承を得た。 

 

２－５－10 その他 

その他の合意内容は以下のとおり。 

（１）日本側の投入 

・短期専門家  
業務調整員/ビジネスコース運営専門家  
１年目：９ヵ月、２年目：６ヵ月、３年目：６ヵ月 
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・短期専門家（研修個別科目）  
２、３人×１ヵ月×各年（３回） 

・本邦研修（前述２－５－８参照）  
・供与機材（研修コースで使用されるマルチメディア機材等、詳細は M/M にリストを

添付）  
 

（２）グルジア側の投入 

・C/P の配置(前述２－５－６参照) 
・研修施設の提供  
・専門家執務スペースの確保  
・ローカルコスト（講師給与、維持管理費等すべてのランニング・コスト）  

 

（３）想定される研修受講者と研修科目 

GCCI は、本プロジェクトでビジネスコースの受講者として、中小・零細企業の経営

者や中堅指導者、更に起業家などが対象となることを想定している。コースとして、先

方ニーズが高く、かつ日本の知見の蓄積があり、協力効果が期待される「マーケティン

グ」、「ビジネス・マネージメント」が適切であるとの認識を双方共有した。なお、当面

の新設コースはこれら 2 コースとし、今後のニーズ調査の結果及び、プロジェクトの進

捗状況を踏まえ、更なるコースの新設が可能かどうか判断することとした。 

 

（４）プロジェクトの詳細、スケジュール 

PDM、PO に記載し M/M に添付した（添付資料 M/M 写参照）。 

 

２－６ プロジェクト実施へ向けての調査団提言 

（１）グルジア政府機関の役割の再定義 

グルジアにおいては JICA の技術協力プロジェクトの実施経験がないこともあり、「政府

間協力」における「政府」とは何か、その役割は何か、グルジア財務省、外務省、GCCI
としても整理ができていない状況であった。 

例えば 2006 年の事前調査時において、外務省は「財務省の署名取りつけのために必要

なサポートを行う」旨を当初表明していたが、その後に財務省が署名に同意しないことに

ついて相談すると、「GCCI は外務省が口上書で指定した実施機関であり、財務省のサイン

は必要ない」と態度を豹変させるような状況であった。 

本件に限らず、今後の同国における円滑な案件実施のためにも、技術協力プロジェクト

の実施にあたっての各省庁の役割分担と手続きについてグルジア政府内で理解を統一す

ることが望まれる。 

 

（２）実施機関の GCCI について 

GCCI は、やや組織の硬直化（トップダウン方式という縦割りの人事体系）がみられる

ため、意思決定の際留意が必要である。２度にわたる調査中、若手への責任と権限委譲が

遅れていると感じられた場面が随所にあった。全体的にグルジアでは、旧体制の体質が抜
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けない年配組と、斬新な発想と高い能力をもつ若手の２極化が進んでいると感じざるを得

ず、本プロジェクトにおいてもいかに有能な若手の発掘と起用を促していくかが重要なフ

ァクターのひとつである。 

また、GCCI は、欧米ドナーの大規模資金投入型の援助を周囲でみてきているため、そ

れらとは異なる JICA の援助方式の理解を、活動を通じて粘り強く促す必要がある。GCCI
幹部は施設や最新の機材・設備などのハードを整備すればトレーニングコースの研修生は

自ずと集まると信じているが、コースの質（研修の内容やカリキュラム等）というソフト

面を高めることがより急務であることを本プロジェクトの実施により証明することが重

要である。 

GCCI は本プロジェクトに対する意欲は高く、またグルジア企業や民間セクター支援機

関とのネットワークも相応に有していることから、上記の点に留意しながら本プロジェク

トを進めることにより、グルジア民間セクターの活性化に大きなインパクトを与えること

が期待される。 

 

（３）プロジェクトの実施体制及び内容について 

プロジェクト実施にあたっては、以下の点に留意する。 

１）GCCI のビジネスコースの研修方式 

① 理論的な講義中心の方式でなく、企業の要望にあった実践的でインタラクティブな

方式が求められる。企業訪問・診断などをカリキュラムに含めることも効果的である。 

② 国際機関、大学、ほかの研修機関との連携（合同セミナーの実施など）が有効であ

る。 

③ 研修コース及びカリキュラム開発のためのコーディネーターの役割は決定的に重

要。国際機関、政府、大学、各国ドナー、他の研修機関、企業とネットワークをつく

ることのできるフットワークのよい専門家（ビジネスコース運営/業務調整担当）が

継続してプロジェクトに関与することが必要である。 

２）研修講義科目 

① 実施協議の結果、初めのコースとして「マーケティング」「ビジネス経営」の科目

が新設されることとなったが、多くの大学、研修機関で普通の MBA 科目は既に行わ

れており、特色を出すことが必要である。特に、日本的な要素を積極的に盛り込み、

GCCI のメンバー企業の関心・課題に応じた実践的なカリキュラムを設定することが

重要である。 

② 上記①の２科目のみならず、他の機関が取り組んでいないが潜在的なニーズのある

科目設定も有効であり、調査・分析が望まれる。GCCI の予算やリソースのキャパシ

ティを勘案しながら、新設していくことも可能である。「財務会計」「労務管理」「生

産管理」「観光」「貿易」などは潜在ニーズが高い。これらもほかの機関のコースと差

別化する必要があるため、プロジェクト内では日本の協力に適すものを選択すること

が有効である。例えば、「会計・簿記」などニーズは高いが、ユニバーサルな科目で

あるだけに日本人専門家の協力で扱うには差別化しにくい（もちろん現地講師のみで

カリキュラムに組み込むのは可能である）。 

③ 階層別（企業規模）、目的別、レベル別の科目を設定する。 
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④ 英語のレベル設定に留意し、日本人専門家の講義の際、必要に応じグルジア語の通

訳・翻訳を導入する。 

３）研修講師 

① グルジア人講師の活用を基本とし、必要に応じて日本人専門家を派遣し OJT (On the 
Job Training) 方式でサポートする。 

② 委託する講師の確保については慎重な審査が必須。本プロジェクトにおける公的な

役割を理解し、GCCI の研修コースに継続的に関与する意思のある有能な人材の確保

が重要。研修講義だけでなく本邦研修での教材制作やコース設計に対し積極的な関与

ができる人材が望ましい。 

４）研修施設 

① GCCI が現在使用している施設は老朽化が激しく手狭であるため、せいぜい 10 名程

度の研修員しか収容できない。GCCI はより大きな施設への移転を強く希望しており、

移転がされた場合、JICA としてできる協力（機材供与等）を検討する。 

② 大規模なセミナー実施の際には、当面、大学や他機関の施設を借用するなど協力を

仰ぐ。 

③ 移転がなされるまでは、既存研修機関や他のドナーの利用施設の継続的な借用など

柔軟な対応を検討する必要がある（特に実施協議調査団の視察した SMEDA が契約予

定の研修施設は 40～50 人の収容能力があり、借用・共同利用が可能である）。 

５）ネットワーク形成 

① 国連機関、政府、大学、各国ドナー、ほかの研修機関との組織的連携が必要。特に、

GCCI と関係の深い ABCO や SMEDA のもつネットワークを活用することによりプロ

ジェクトの幅と効率が大幅に拡大する。積極的な外部との情報共有などの仕組みづく

りなども有効である。 

６）その他 

研修費用設定にあたっては、他の研修機関の費用の詳細やメンバー企業のニーズを踏

まえた価格設定が必要。零細・中小企業などの経営者の支払能力と研修コースの財政的

サステナビリティを勘案しながら慎重に設定することが重要である。 

研修時間の設定に当たっては、夜間、土日など企業経営者および従業員が参加できる

設定が必要。日程においても休暇期は避けるなど参加しやすい日程・期間を調査し設定

する。 

ビジネスコース運営/業務調整担当の専門家の役割として、トレーニング受講生の募

集や広報活動・研修フォローアップなどの助言は重要である。 



１．対処方針及び調査・協議結果 

 
１．事前調査 

 

２．実施協議 
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 Ⅰ 事前調査の実施 

１． 調査の背景 ・ グルジア政府はSME政策のなかでビジネ

ス人材育成方針を打ち出しているが財

源不足によりドナーによる支援が必要

な状況。 

・ 2004 年 2 月及び 9 月に「民間セクター人

材育成プロジェクト形成調査」を実施。

・ 2005 年 4 月にグルジア外務省より GCCI

のビジネストレーニングセンターの強

化について協力の要請あり。 

・ 2005 年 10 月に「コーカサス JICA 重点分

野協議」のためのプロジェクト形成調査

を実施。 

  

・必要に応じて、技術協力プロジェクトの

実施のイメージについて説明し、先方の

理解を得る。 
  

・ 左記について説明の

うえ、理解を得た。 
 

２． 調査の目的

と趣旨の理

解 

 

・ 以下を目的として調査を実施する。 

（１）財務省、GCCI 及びほかの関係機関との

意見交換を通じて本件プロジェクトに

関する先方ニーズ、実施体制、C/P 配置

体制、専門家受入体制の確認を行う。ま

た、併せて本プロジェクト実施の妥当性

を検証する。  

（２）プロジェクトの PDM（Project Design 

Matrix）を作成し、プロジェクト目標、

期待される成果、投入、活動内容につい

て協議、確認を行う。また、以上の内容

をまとめたプロジェクト開始のための

R/D(Record of Discussions)を作成し、

GCCI、財務省及び調査団で署名する。

（３）他ドナーや大学との連携の可能性につい

ても調査を行う。 

（４）中小企業経営者育成プロジェクトを実施

中であるアルメニアとアゼルバイジャ

ンを訪問し、市場経済移行国における民

間セクター人材育成プロジェクトを実

施するうえでの参考にする。 

（５）安全対策面については、大使館も JICA

事務所もない国であるという事情を勘

案し、慎重に体制確認を行う。 

※現地実施体制 

・在アゼルバイジャン日本大使館が経済協

力・邦人保護を兼轄。 

・バクー在住の JICA 援助調整専門家(大杉

氏)がグルジアも兼轄。 

・安全対策連絡員(Zulub 氏)を 2001 年 6 月

より配置。 

・在外専門調整員（G .Phiphia 氏、日本語

堪能）を 2005 年 9 月より配置済み。 

・ 調査の目的について理解を得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 最新の治安情勢について確認し、危機管

理体制について現地の安全対策連絡員

及び在外専門調整員も交えて打ち合せ

を行う。 

 

・ 左記について説明の

うえ、理解を得た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・治安情勢については、南オ

セチアやアブハジアなど

の一部地方を除いては、特

段の懸念がないことが確

認できた。観光旅行客の増

加に伴い一部で外国人旅

行者が窃盗や暴行の被害

にあうケースも報告され

ているが、外出する時間帯

やエリアへの留意が不足

しているといった基本動

作の問題に起因するとの

ことであった。 
・現地では 24 時間体制で緊急

医療にあたる外国人向け病

院も訪問し、緊急時の医

療・搬送のサービスが受け

られることを確認した。 
・たびたびの申し入れにもか

かわらず、現地安全対策連

絡員との面談は「体調不良」

や「友人の身内の不幸」な

どの理由により実現しなか

った。 
・緊急連絡網の整備が必要。
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３． プロジェク

ト名 

・和名「グルジア民間セクター人材育成プロ

ジェクト」 

・英名「The Project on Human Resource 

Development in Private Sector in 

Georgia」 

 

・必要に応じて、プロジェクトの構成を適切

に表す名称を検討し、必要な修正等を行

い、了承を得る。 

・左記のプロジェクト名に

て合意した。 
 

 

４． 関係機関 

（１）所管官庁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）実施機関 

 

・ 財務省(援助調整窓口) 

・ 経済開発･外国投資担当大統領補佐官

（大統領府） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ グルジア商工会議所(GCCI) 

 

・事前調査時に要望を確認したうえで、本プ

ロジェクト実施について説明し、最大限の

支援を要請する。また、R/D への署名を取

りつける。 

・GCCI と政府の関係について確認する。 

 

 

 

 

・グルジア政府の SME 振興策実施体制につい

て確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

・グルジア政府の民間セクター人材育成政策

について確認する。 

 

 

・プロジェクト実施機関の現状と課題、プロ

ジェクト実施能力を確認する。 

※GCCIは商工会議所法に基づいて設立さ

れた非営利の法人であり特定の省庁の

管轄下にないが、本件要請については

外務省を通じた公的なものとなってい

る。 

・財務省は、援助調整窓口

としての本プロジェクト

への関与を表明したもの

の、①免税・特権・免責

について異議があるこ

と、②政府を代表して署

名をするためには閣議決

定を要することを理由に

署名しなかった。 

・SME に特別にフォーカスを

あてるのではなく、市場

経済原理に基づく自由競

争が SME を含む民間セク

ター全体を振興するとの

立 場 か ら 、「 SME 

Development Agency」設

立計画は撤回されたこと

が確認できた。 

・2006 年 8 月 5 日に大統領が

発表した「新経済開発政策」

において人材開発の必要性

が強調された。 

・GCCI は Public Law に基づ

く政府から独立した機関で

あり、特定の省庁の監督下

にないことが確認された。

一方で外務省からは「グル

ジア政府が口上書にて指定

した正式な実施機関であ

る」との見解が示された。

 

５． 合意文書 ・更なる調査団は派遣せず、今次調査で枠組

みを決定し、プロジェクトを開始できるよ

う R/D を締結。 

 

・R/D には「JICA 本部の承認を経たうえで

プロジェクトが開始される」旨の記述を

入れる。 

・調査団帰国後、R/D 承認決裁を取ったの

ち、アゼルバイジャン大使館を通じて先

方に R/D 正式承認を通知する予定。 

・上記 4(1)にて記載のとお

り財務省の R/D への署名

が得られなかったため、

11 月末を期限としてグル

ジア政府内で必要な準備

を行うべく努力をする旨

表明した議事録（M/M）を

GCCI と署名・交換した。

６． PDM ・これまでの調査結果、各種資料に基づき PDM

案を作成済み。 

・事前調査期間中に必要な修正を行い、合

意を得、M/M に添付する。 

 

・PDM 案については特段の

異論はなかったが、プロ

ジェクト開始時期につ

いては 2007 年 1 月では

なく 2006 年内の開始へ

の希望が GCCI より表明

された。R/D 締結がされ

なかったため継続協議

となる。 

Ⅱ プロジェクト目標 

７． 上位目標 ・PDM 案は「プロジェクトにおいて新設又は

再編された研修コースに参加した中小企業

経営者の経営能力が向上し、各企業において

具体的な成果を生み出す」としている。 

 

・PDM 案を基に GCCI と協議し、合意した目

標を R/D に記載する。 

・ R/D 署名とならなかった

ため、将来プロジェクト

が開始された場合におい

て、左記について合意。
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８． プロジェク

ト目標 

・PDM 案は「1.中小企業経営者・幹部のニー

ズに合ったコースが新設または再編され

る。2.新設、再編されたコースが商工会議

所によって持続的に運営される人員・体制

が整う」としている。 

 

・PDM 案を基に C/P と協議し、合意した目

標を R/D に記載する。 

 

・R/D 署名とならなかったた

め、将来プロジェクトが開

始された場合において、左

記について合意。 

 Ⅲ プロジェクトの構成 

９． プロジェク

ト開始時期 

・2007 年 1 月を予定 ・2006 年度後半に開始予定であることを説

明し、開始時期を R/D に記載する。 

 

 

・R/D 署名とならなかったた

め、協議再開となる際は開

始時期について見直しが必

要。 

１０．協力期間 ・３年間 ・3 年間のプロジェクトとすることを説明

し、R/D に記載する。 

 

・左記について説明のうえ、

理解を得た。 

１１．日本側の投

入予定 

１） 専門家派遣 

   短 期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２） 研修員受入 

 

 

 

 

 

 

 

・以下の投入案を基に協議する。 

 

・短期専門家 

- ビジネスコース運営/業務調整 

１名×4～5 ヵ月間×3 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 分野別の専門家 

2 名×2 ヵ月間 ×3 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・研修員受入 

3 名程度×3 週間×3 回（3 年）  

 

 

 

 

 

 

・長期専門家の派遣は行わず、短期専門家

を適宜投入する。 

・専門家の活動（案）は 

短期専門家(ビジネスコース運営/業務調

整) 

- 商工会議所のトレーニングコース運

営についてアドバイスを提供 

- ニーズ調査やカリキュラムの構築 

- 業務調整 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

短期専門家（分野別） 

-International Trade 

-Financial Management 

-Project Management 

  - Tourism 

  - Marketing 

   などの分野の専門家が要請されてい

るが、具体的な分野はプロジェクト

開始後のニーズ調査により決定する

ことで合意し R/D に記載する。 

 本専門家の活動(案)は 

   -担当科目について SME 経営者及び現

地講師を対象に講義・ワークショッ

プを実施 

 -プロジェクト終了時に現地講師が自

立できるよう、同講師と共同で教材

開発やカリキュラム開発、SME 経営者

への指導を行う。 

・GCCI のスタッフ及びビジネストレーニン

グコースの講師を対象に本邦研修を行

う。 

・GCCI が現地大学から講師を招聘してコー

ス運営を行っていることから、日本の大

学を受入機関として研修を実施する計画

であることを伝え、研修の枠組みについ

て合意を得る。 

・左記について説明のうえ、

理解を得た。 

・左記について説明のうえ、

理解を得た。 

・専門家の人選は既に終わっ

ているのかとの質問がGCCI

よりあり、人選はまだであ

り今後の手続きによっては

公募などにより一定の時間

が必要である旨を説明し

た。 

・短期専門家の投入という形

態で行うことで、毎年専門

家が変わり継続性が絶たれ

専門家のパフォーマンスが

低下する懸念が在アゼルバ

イジャン日本大使館（河野

一等書記官）より示された。

 

・左記について説明のうえ、

理解を得た。 

・詳細な業務内容（TOR）につ

いてはビジネスコース運営

/業務調整の専門家が C/P

と協議のうえ、最終決定を

する。 

 

・今回の調査では、アグリビ

ジネスや観光業にポテンシ

ャルがあると評価する意見

が多かった。 

 

 

 

 

 

 

・左記について説明のうえ、

理解を得た。 
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３） 機材供与 ・機材は新設（再編）される科目の研修を行

うにあたり必要となる機材を提供するこ

とを基本とする 

 

例:パソコン、プロジェクター、プリン

ターなど 

 

・「必要な機材」の範囲をめぐって後日問題

が発生しないよう、カウンターパート

（C/P）が現状希望する機材のリストを提

出させ、R/D(若しくは M/M)に添付する。

新設（再編）される科目が決まり必要な

機材が明らかになった段階で最終的に機

材の種類と量について決定するという方

針について合意を得、その旨を R/D に記

載。 

・機材の現地調達の可否を確認する。 

 

・左記について説明のうえ、

希望機材のリストを提出す

るよう求めた。 

 

 

 

 

１２．グ側の投入

予定（C/P

配置、予算

措置、機材

etc) 

カウンターパート（C/P） 

-専門家１名につき最低1名のカウンターパ

ートの配置 

-プロジェクト運営スタッフの提供 

-Joint Coordinating Committee(JCC)のプ

ロジェクトマネージャー、メンバーの配置

 

 

設備 

-講義室 

-専門家執務室 

-インターネットと国内電話 

 

現地コスト 

-事務所の光熱費 

カウンターパート 

・本プロジェクトにより新設（再編）される

コースを担当する講師について、GCCI がど

のように確保･維持するかを確認する。 

・ビジネスコース運営/業務調整担当の短期

専門家についても、カウンターパートを確

認する。 

 

【設備】 

・専門家執務室の設備を確認する。 

・研修に使用する設備を確認する。 

・ 電話とインターネットの環境を確認する。 

 

 

 

【予算措置】 

・GCCI 全体の収支計画及び本プロジェクト実

施にかかわる収支計画をヒアリングし、そ

のフィージビリティについて確認する。 

 

 

・講師はコース内容決定の都

度契約を結ぶ形式。専任講

師の確保・維持の具体的方

策については今後の課題

となる。 

 

 

 

・専門家執務室・研修施設に

ついては、現在のビジネス

トレーニングセンターが手

狭かつ老朽化が激しいため

プロジェクト開始に伴い移

転を検討中。 

・移転後の家賃の支払いにつ

いて JICA の支援を期待す

る旨が強く表明されたが、

特別セミナーやワークショ

ップなどのイベントの費用

はともかく、恒常的に家賃

を支援することは困難であ

る旨を説明した。 

・低スペック（Pentium2）の

PC が 6 台、PC 研修用の部屋

に設置。 

・ホワイトボードは１つのみ。

・講義用の研修室は１部屋の

み。 

・プロジェクターや OHP はな

  し。 

・インターネットはダイアル

アップ式。 

・GCCI の収支（計画）（2005

～2006 年）については資料

を受領したが、本プロジェ

クトについての収支計画は

具体的なカリキュラムや研

修センター移転計画次第と

いうことでまだ決まってい

ない。 

 

１３． 

   JCC 

(Joint 

Coordinating 

Committee) 

 
 

・日本・グルジア合同でプロジェクト運営・

モニタリングを行うための JCC を設置する

 

・JCC の機能、目的、活動内容、メンバーに

ついて協議し、合意内容をR/Dに記載する。 

・特に財務省など政府機関をメンバーとして

加えることの妥当性･効果について議論し

合意を形成する。 

 

・左記について説明し、理解

を得た。 

・財務省については、そもそ

も R/D への署名の問題が発

生したことから JCC への関

与についての議論まで進ま

なかった。 
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１４．評価５項目

による事前

評価の実施 
 
 
ア． 妥当性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ．有効性  
 
 
 
 
 
 
 
 
ウ．効率性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

① 日本の援助政策との整合性 

ODA 大綱（2003 年）では「中央アジア地域

については、コーカサス地域も視野に入れ

つつ、民主化や市場経済化への取り組みを

支援する」としている。 

 

2004年のグルジアCG会合では日本政府は

人材育成などの協力強化を約束。 

 

2005年10月に外務省と合同で行った技術

協力重点分野協議でコーカサス 3 国につ

いて(1)公共サービスへのアクセス改善

(2)中小企業振興による雇用と所得の確保

の 2 点を重点分野とすることで合意。 

 

② 相手国ニーズとの一致 

貧困削減ペーパー（PRSP、2003 年）で民

間セクター特に SME 振興が経済の安定し

た発展、雇用の創出、国民の所得の向上に

不可欠との認識を表明。 

 

2004 年 6 月発表の”The Government 

Strategic Vision and Urgent Financing 

Priorities in 2004-2006 ”で SME 振興を

重要な分野として位置づけ、SME 担当国務

大臣を任命。 

 

2004 年 6 月のグルジア CG 会合において、

グルジア政府より発表されたアクション

プランでは、経済復興及び雇用促進に向け

た中小企業振興の必要性が明記され、ドナ

ーへの支援を要請。 

 

 

・適切なプロジェクト実施体制が構築される

か確認が必要。 

 

・協力を通じて、GCCI スタッフ及び講師のト

レーニングコース運営・実施能力が向上す

る見通しについて確認が必要。 

 

 

・成果に対する投入計画の規模、質、タイミ

ングを確認する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・左記について先方と確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・グルジア政府が SME 振興策を重視する一方

で、SME Development Agency 設立の計画が

なぜ頓挫しているのか、今後国としてどの

ようにSME重視の姿勢を実際の政策に落と

していくのかについて確認する。 

 

・民間セクター人材育成についての政府の計

画について確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・左記について先方と確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

・左記について先方と確認する。 

・EBRD や USAID など他のドナーとの連携も

行い、日本側リソースの効率的な投入を

心がける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・妥当性については高いもの

と判断される（詳細は、本

編 1-7-1 団長所感「要請の

背景と案件の妥当性につい

て」参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・グルジア政府は、特定の省

庁を設立し政府が SME を指

導育成するというアプロー

チはとらず、市場経済・自

由競争原則に則ったビジネ

ス環境の整備により民間セ

クター全体が活性化し、そ

の結果民間セクターの大半

を占める SME も発展すると

のスタンスをとっている。

 

・2006 年 8 月 5 日発表の「新

経済開発政策」において人

材育成の重要性が強調さ

れ、3 ヵ月間の賃金を政府

が補填する企業内インター

ンシップ制度が打ち出され

た。 

 

・本プロジェクトにより新規

に開発・再編されたコース

の講義を担う有能な講師を

安定的に確保する体制が整

えば有効性は高いといえる

が、そのための具体的方策

は今後の課題である。 

 

・各分野の短期専門家は他の

ドナーや大学関係者、ビジ

ネスセクターからの協力も

得て効率的な投入を行える

可能性があることが確認で

きた。 

 

・換言すれば、多様な関係者

とネットワークを形成し柔

軟にカリキュラムを構築・

実施していけるコーディネ

ーター役としてのビジネス

コース運営担当の専門家の

役割が極めて重要であるこ

とが判明した。 
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エ．インパクト 
 
 
 
 
 
 
 
オ．自立発展性 
 
 
 
 
 
 
 

・商工会議所のビジネストレーニングセンタ

ーの研修修了者は 2003 年 30 名、2004 年 46

名、2005 年 65 名と小規模だが、本プロジェ

クトにより今後拡大の意向。 

 

 

 

・本プロジェクトでは、実施機関を政府機関

でなく、独立採算で運営される NPO である

商工会議所とすることで、政局動向に左右

されずプロジェクトの継続性が保たれる

ことが期待される。 

 

・ SME 経営者の参加がどれだけ得られるかが

商工会議所の収入に直結するため、どれだ

け実業界のニーズに即した魅力あるコー

スが提供できるかが大きな課題。 

・本プロジェクトにより直接または間接的に

裨益する受講生の人数につき協議を行い、

合意を形成する。 

 

 

 

 

・左記について先方と確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ GCCI は大学から講師を招聘するなど人

材確保面で自立性が十分でなく、どのよ

うに安定的に人材確保・維持をしていく

予定か見極めが必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ GCCI の事業計画と収支計画について確認

する。 

・GCCI からは 200 名というタ

ーゲットが示されたが、今

後設定されるカリキュラム

の内容によって具体的な人

数を決めることとしてその

旨 PDM 案に盛り込んだ。 

 

・政府からは財政的にも組織

的にも独立した組織である

ことが確認された。 

 

・一方、現在の GCCI 会頭が国

会の副議長であり、かつ政

府の経済諮問員会の委員と

なっていることにより、政

府への一定の影響力をもっ

ているという属人的な要因

を勘案すれば、政局動向や

選挙結果に全く影響を受け

ないとはいえない。 

 

・現在はカリキュラムが決定

するたびに講師をリクルー

トし、契約をしている状況

であり安定的な人材確保・

維持のためには契約の長期

化や専任講師としての採用

などの方策が必要。 

 

・なお、大学関係者は月給が

200 ドル程度と安く、外部

でのアルバイトには熱心で

あるため、比較的ローコス

トで人材を採用することは

可能。 

 

・現状では本プロジェクトを

含む具体的な事業計画と収

支計画はできていない状況

であり、今後のコース開

発・再編の際に併せて詰め

る必要がある。 
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 Ⅰ 実施協議の実施 

１． 協議の背景 ・ グルジア政府は SME 政策のなかで

ビジネス人材育成方針を打ち出し

ているが財源不足によりドナーに

よる支援が必要な状況。 

・ 2004 年 2 月及び 9 月に「民間セク

ター人材育成プロジェクト形成調

査」を実施。 

・ 2005 年 4 月にグルジア外務省より

グルジア商工会議所（GCCI）のビジ

ネストレーニングセンターの強化

について協力の要請あり（採択済

み）。 

・ 2006 年 2 月に「コーカサス 3 国民

間セクター人材育成プロジェクト」

のプロジェクト形成調査を実施。 

・ 2006 年 8 月に事前調査団が派遣さ

れ、本プロジェクトの大枠が協議さ

れ合意された。しかし、グルシア財

務省が、①免税・特権・免責につい

て異議があること、②政府を代表し

て署名をするためには閣議決定を

要すること、との理由により、R/D

締結には至らなかった。 

事前調査団の主な成果としては以下

のとおり。 

（１）関係機関との意見交換を通じて本

プロジェクト実施の妥当性を検証

した。 

（２）プロジェクトの PDM を作成し、プ

ロジェクト目標、期待される成果、

投入、活動内容について確認した

（合意したものの、M/M 等には記載

せず）。 

（３）他ドナーや大学との連携の可能性

についてポジティブな反応を得ら

れた。 

・ その後、在アゼルバイジャン首相府

に派遣されている大杉専門家（ODA

アドバイザー）を通じて、2007 年 3

月の日グ技協協定締結により財務省

の R/D 署名が可能であるとの報告を

受けた（7 月に議会で正式に承認を得

て同協定が発効した旨報告を得た）。

・ R/D の内容については、技術協定の締

結済み国に使用する定型フォーマッ

トを使用する協議が大杉専門家を通

じて行われ、グルジア財務省・GCCI

より了承を得た（別添案文参照）。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

２． プロジェク

ト名 

・和名「グルジア民間セクター人材育成

プロジェクト」 

・英名「The Project on Human Resource 

Development in Private Sector in 

Georgia」にて事前調査時に合意され

た。 

・左記について変更がないか確認する。 ・ 左記のとおり変更はなく合

意に至った。 

 

３． 関係機関 

（１）所管官庁 

 

 

 

 

 

 

【グルジア財務省】 

財務省は、援助調整窓口であるため、

本プロジェクトの調整機関としての

関与を表明したものの、プロジェクト

の詳細設計、具体的内容については、

GCCI に一任している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ プロジェクトの実施体制は

左記のとおりであり変更は

なし。 
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（２）実施機関 

 

【グルジア商工会議所(GCCI)】 

GCCIは Public Lawに基づく政府から独

立した機関であり、特定の省庁の監督

下にはない。グルジア外務省は「グル

ジア政府が口上書にて指定した正式な

実施機関である」との見解が示された。

※GCCI は商工会議所法に基づいて設立

された非営利の法人であり特定の省庁

の管轄下にないが、本件要請について

は外務省を通じた公的なものとなって

いる。 

 

 

 

 

４． 合意文書 ・ 2006 年 8 月の事前調査において、財

務省の R/D への署名が得られなかっ

たが、グルジア政府内で必要な準備

を行うべく努力をする旨表明した

M/M を GCCI と署名・交換した。 

・ 前回事前調査の時点では、本邦研修

の内容、C/P の具体的割り当てなどは

合 意 さ れ て お ら ず PO(Plan of 

Operation)についても合意した内容

と既にずれが生じている。 

 

・ 前回の協議において十分にプロジェク

ト内容の協議が行われなかった協力の

枠組みについて GCCI と協議を行う。 

・ 各協力の枠組み（R/D）について、財務

省、GCCI、JICA にて署名を行う。協力

の実施細則（M/M）についてGCCIとJICA

にて署名を行う。 

 

・ 今回協力の枠組みについて

は、これまでの協議事項に変

更はなかったため、財務省、

GCCI が先に署名していた

R/D に署名した。 

・ 協力の実施細則について

別添 M/M の内容にて GCCI

と合意に至り署名した。 

 

５． PDM ・PDM は前回事前調査時に GCCI と合意

している。 

・修正が必要な場合は GCCI と協議のうえ、

合意を得、M/M に添付する（PDM 案別添）。 

 

・GCCI と前回協議された PDM

について、評価指標、評価

データの収集方法について

若干の修正がなされ、合意

のうえ M/M に添付した。 

Ⅱ プロジェクト目標 

６． 上位目標 ・前回事前調査時に「プロジェクトにお

いて新設又は再編された研修コース

に参加した中小企業経営者の経営能

力が向上し、各企業において具体的な

成果を生み出す」として合意した。 

 

・左記内容を再確認し R/D、PDM に記載する。 ・ 左記内容に変更なく合意し

R/D、PDM に記載した。 

 

７． プロジェク

ト目標 

・前回事前調査時に「1.中小企業経営

者・幹部のニーズに合ったコースが新

設又は再編される。2.新設、再編され

たコースが商工会議所によって持続

的に運営される人員・体制が整う」と

して合意した。 

 

・左記内容を再確認し R/D、PDM に記載する。 ・ 左記内容に変更なく合意し

R/D、PDM に記載した。 

・ プロジェクト目標達成とそ

の後の持続発展性のために

は、GCCI や C/P のオーナー

シップが不可欠であり、JICA

は側面支援をする役割であ

る旨強調して説明し、理解を

得た。 

 

 Ⅲ プロジェクトの構成 

８． プロジェク

ト協力期間 

・2006 年 8 月の事前調査時にはプロジ

ェクト期間は 3 年間と合意した。 

 

・左記内容を再確認し、R/D、PDM に記載す

る。 

・プロジェクトの協力期間は、最初の専門

家到着日から３年とする。 

 

・左記のとおり合意し R/D、PDM

に記載した。 

 

９．日本側の投入

予定 

 

１） 専門家派遣 

   

 

・前回事前調査の結果、以下の投入を行

うことで合意した。 

 

①短期専門家 

（ビジネスコース運営/業務調整） 

：１名×4､5 ヵ月間×3 年 

 

 

 

・ 左記内容を再確認する。 

・ 左記専門家の派遣期間について、（1

名×5～9 ヵ月×3 年）と変更する。 

 

 

 

・ 左記内容で合意し、PDM に記

載した。 
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２） 研修員受入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３） 機材供与 

・活動内容は、 

‐GCCI のビジネストレーニングコース

内容に係るニーズサーベイへの支援 

- 商工会議所のトレーニングコース運

営についてアドバイスの提供 

-ビジネスコースカリキュラムの構築支

援 

- 業務調整 

 

②短期専門家（科目分野別） 

：数名×1（or 2）ヵ月間 ×3 年 

- International Trade 

- Financial Management 

- Project Management 

   - Tourism 

   - Marketing 等 

上記分野の専門家が想定されている

が、より詳細な業務内容（TOR）はプロ

ジェクト開始後にビジネスコース運営

/業務調整の専門家が C/P を支援して

実施する予定のニーズサーベイの結果

を受けて、C/P と協議のうえ、最終決

定をする。 

（前回事前調査では、アグリビジネス

や観光業にポテンシャルがあるという

意見が多かった） 

本専門家の活動(案)は 

   -担当科目についてSME経営者及び

現地講師を対象に講義・ワークシ

ョップを実施 

 -プロジェクト終了時に現地講師が

自立できるよう、同講師と共同で

教材開発やカリキュラム開発、

SME 経営者への指導を行う。 

 

 

・ GCCI スタッフ及びビジネストレー

ニングの講師を対象に本邦研修を

実施するが、具体的な詳細はプロジ

ェクト開始後に決定されると協議

された。 

 

・ GCCI が現地大学から講師を招聘し

てコース運営を行っていることか

ら、APU を受入機関として研修を実

施する計画であることを伝え、研修

の枠組みについて理解を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 2006 年 8 月の事前調査時に、機材

は JICA 専門家が活動にあたって必

要なもの、または新設（再編）され

る科目の研修を行うにあたり必要

スケジュール案を提案し、合意の場合

PDM に添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 左記新設科目のより具体的な内容を確

認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 左記専門家派遣の目安は 2、3 週間～約

1 ヵ月であることを説明し、（数名×

約 1 ヵ月間×3 年）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 下記の内容案を提案し合意を得た場

合は、その旨 M/M に記載する。 

 

＜内容案＞ 

・ GCCI 職員を含む C/P のみに限ることと

し、M/M に記載する。研修内容の概要に

ついては、以下のとおりとする旨説明

し、了承された場合、M/M に記載する。 

 

ビジネスコース運営研修（1 回のみ） 

・ 参加者：GCCI 職員（幹部、トレーニン

グセンター長など約 3､4 名） 

・ 期間：約 3 週間 

 

個別科目における教材開発（2 回を予定） 

・ 参加者：GCCI 研修講師（GCCI スタッフ、

大学教授等１回約 1～3 名） 

・ 期間：約 2 ヵ月 

※いずれの研修も内容、日数、参加者数

など詳細については、短期専門家と GCCI

の協議を基に研修受入機関とJICAの了承

により実施される。 

 

・ 再度機材供与における左記基準を説

明し M/M に盛り込む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・プロジェクトで扱う新設コース

は 、「 Marketing 」 と 「 Basic 

Business Management」（新たに追

加）にフォーカスをあてることで

先方と共通認識し M/M に記載し

た。また、プロジェクト内での研

修対象者は SME の経営者や中間

管理職、起業家を想定することが

確認された。 

 

・短期専門家（科目分野別）につ

いて左記のとおり説明し、PDM、

M/M に記載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 左記内容を提案した結果、

合意し M/M に記載した。 

・ 本邦研修の受入機関として

は立命館アジア太平洋大学

（APU）を想定している旨説

明し了承を得た。鈴木団員

より APUの MBAコース概要、

活動実績等の紹介を行い、

理解を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 先方が想定している希望供

与機材に関しては、リスト

を M/M に添付した。このな

かからJICAの予算制約を考
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となる機材を提供することを基本

とする旨説明がなされ理解を得た。

 

 

 

 

 

 

 

・ また先方より供与機材希望リスト

の提出を受け、そのなかからパソコ

ン、プロジェクター、プリンターを

プロジェクト開始時に決定すると

協議された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ GCCI より希望機材のプライオリティ

を記載したリストを入手しM/Mに添付

する。その際、当方より予算等を勘案

の上供与する旨説明し、M/M に記載す

る。 

 

・ 機材の現地調達の可否を確認する。 

慮の上供与を決定する旨説

明し理解を得た。メンテナ

ンスコスト等維持管理費に

ついては先方負担である旨

説明し、理解を得た。また、

GCCI が研修施設の新設後に

供与機材の具体的な希望台

数に関して JICA へ通知し、

JICA が精査し決定する。 

・ 機材のプライオリティにつ

いては、新しい施設の状況

次第とのことで M/M に記載

はせず。 

 

・ 実際の希望機材が特定され

なかったため、現地調達の

可否は確認できず。 

１１．グルシア側

の投入予定

（ C/P 配

置、予算措

置 、 機 材

etc) 

事前調査時に下記のことが協議され R/D

案に盛り込むことが確認された。 

カウンターパート 

-専門家1名につき最低1名のカウンタ

ーパートの配置 

-プロジェクト運営スタッフの提供 

（事前調査時で協議された PDM 案の

Precondition の欄には「カウンターパ

ートとしての研修講師が GCCI 内若し

くは他の大学から確保される」となっ

ている） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ビジネスコース運営/業務調整の短期専

門家について、カウンターパート名を確

認し M/M に記載する。 

・ 本プロジェクトにより新設（or 再編）

されるコースを担当するグルジア人講

師について、GCCI がどのようにプロジ

ェクト期間前、期間中において確保･維

持するかを確認する。また、研修講師に

ついては、本邦研修員となって教材制作

などにかかわる可能性が高いため、GCCI

スタッフや大学教授等公的な立場で継

続的にその教材を使用する人材が望ま

しい旨説明し、M/M に記載する。 

・ GCCI による講師の確保とその通知が

JICA に届いてから最初の専門家の人選

が行われる旨説明し、合意のうえ、M/M

に記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 左記内容について確認し、

M/M に記載した。 

 

・ 本プロジェクトのグルジア

講師の選抜については、

GCCI は優秀な人材を慎重に

選考したいとのことであ

り、3～4 ヵ月を要するとの

こと。また左記内容の人材

が望ましい旨説明し先方の

理解を得てM/Mに記載した。

 

 

・ 左記のとおり説明したが、

先方より下記理由により、

専門家到着後に講師選抜を

したいとの強い意向があ

り、了解した。 

① 専門家のアドバイスを講

師選抜の参考として取り

入れたい（日本の技術移転

を受入れる人材となるた

め、日本人専門家のアドバ

イスは重要）。 

② プロジェクト開始日（確実

な専門家到着日）が決定さ

れないと講師との契約開

始日と契約期間が確定で

きない。予算確保も不可

能。 

③ C/Pとなる研修講師の確保

を担保する手段として、下

記フローにて確実に講師

を確保する旨先方の約束

を取り付け M/M に記載し

た。 

ア． JICA は専門家派遣日が確定

したら GCCI に通知する。

イ． 通知受取後、GCCI は講師選

抜の手続き（予算割当、契

約内容など）を定める。 

ウ． 専門家到着日より 2 ヵ月以

内に確実に講師との契約を

終える。 

 

 



付属資料 1 

グルジア民間セクター人材育成プロジェクト 
２．実施協議 対処方針及び調査・協議結果 

調査項目 過去の調査結果、現状、及び課題 対処方針 調査・協議結果 

 

 －31－

設備 

-講義室 

-専門家執務室 

-インターネットと国内電話 

 

現地コスト 

-事務所の光熱費 

 

事前調査団が確認した GCCI の機材は下

記のとおり 

-低スペック（Pentium2）の PC が 6 台、

PC 研修用の部屋に設置。 

-ホワイトボードは１つのみ。 

-講義用の研修室は１部屋のみ。 

-プロジェクター、OHP はなし。 

-インターネットはダイアルアップ式。

 

・専門家執務室・研修施設については、

現在のビジネストレーニングセンター

が手狭かつ老朽化が激しいためプロジ

ェクト開始に伴い移転を検討中。移転

後の家賃の支払いについてJICAの支援

を期待する旨が強く表明されたが、特

別セミナーやワークショップなどのイ

ベントの費用はともかく、恒常的に家

賃を支援することは困難である旨を説

明した。 

 

・本プロジェクトについての収支計画は

具体的なカリキュラムや研修センター

移転計画次第ということでまだ決まっ

ていない。 

 

・ 専門家執務場所、設備に変更はないか確

認する。 

 

 

 

 

 

 

・ プロジェクトで使用可能な機材、設備を

再度確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

・ セミナー会場借上費用は可、事務所等の

家賃負担は不可である旨確認し、M/M に

記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・GCCI 全体の収支計画及び本プロジェクト実

施にかかわる収支計画をヒアリングし、そ

のフィージビリティについて確認する。 

 

・ 専門家執務スペースは現在

の研修施設内に確保されて

いる。 

・ 研修室は、左記のとおり、

手狭で10名以下の研修生し

か入れない。先方は移転を

継続検討中。 

 

・ GCCI の所有機材は事前調査

時と変更なし。古く低スペ

ックの機材が大半であり、

研修コース拡大のために

は、一定の機材更新が必要

である。 

 

 

 

・ 引続き先方より新設する研

修施設の家賃の一部を JICA

負担してほしいとの強い要

望を受けたが、左記のとお

り説明し、理解を得、M/M に

記載した。 

 

 

 

 

 

・GCCI 全体の収支表を入手。予

算は恒常的に不足しており、他

の機関との連携など工夫が必

要。 

 

１２． 

   JCC 

(Joint 

Coordinating 

Committee) 

 

 

・ 日本とグルジア合同でプロジェクト

運営／モニタリングを行う JCC を設

置するために、JCC の機能、目的、

活動内容、メンバーについて事前調

査団から GCCI に説明されメンバー

が R/D 案に盛り込まれた（しかし、

財務省については、R/D への署名の

問題が発生したことから JCC への関

与についての議論まで進まなかっ

た）。 

 

・ 財務省を含む JCC のメンバーの内容を

再確認し R/D に記載する。 

 

 

・ 以下のメンバーが JCC を構

成し、R/D、M/M に記載した。

団長より JCC の機能につい

ても説明、理解を得た。 

-Project Director：GCCI 副会頭

-Project Manager：GCCI トレー

ニングセンター長 

-担当 C/P：GCCI スタッフ 

-その他：財務省、経済発展省、

JICA 専門家、必要に応じた関係

者 

 

・ 調査団は、本プロジェクト

における定期的なモニタリ

ングとカスタマイズの重要

性（特に立上げ段階におい

ては短期的に）を述べたと

ころ、先方の発案により、

JCCは約3ヵ月ごとに実施す

るとのコミットを得た。 

 

 



２．調査対象別の特徴と課題 
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付属資料２ 

調査対象別の特徴と課題 

 

以下は調査対象別の特徴と課題の概要である。各訪問先でのヒアリング内容詳細は議事録

を参照されたい。 

  

（１）国際機関及び外国政府機関 

訪問先： USAID,SME Support Project 

         EU-TACIS 

         IFC, SME Policy Project(CIDA と British Petroleum が共同スポンサー)  

     EBRD, SELP Program 

 

特徴：①各機関ともグルジアの SME 人材育成事業に熱心である。 

②人事育成事業の特徴として単なる講義研修でなく、優秀な学生にグラントをつけ、

実践的研修をめざしている。 

③各機関とも JICA の研修と連携することについて関心を有している。 

 

課題：①各機関とグルジア政府との関係を調査する必要あり。 

    ②機関別の人材育成の効果と参加者の満足度を評価する必要あり。 

    ③各機関と連携する場合の内容・条件を明らかにする必要がある。 

 

（２）グルジア政府機関 

訪問先：Ministry of Foreign Affairs 

       Ministry of Finance 

       Ministry of Economic Development 

 

特徴：①政府機関の機能は未整備である。 

    ②担当責任者はおおむね若手であり、日本との国際協力の経験が浅い。 

    ③担当責任者は知的水準が高く、研修の講師としても活用できる能力を有している。 

 

（３）大学 

訪問先：Caucasus School of Business 

       Tbilisi State Institute of Economic Relations 

       Tbilisi State University 

       Caucasus School of Economics 
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特徴：①MBA 関係の人材育成については経験があり、多くの卒業生を輩出している。 

   ②大学の施設は不十分であるが、今後新しい施設を造るための準備をしている。 

    ③授業料は高く(4,000 米ドル程度)、フルタイムの学生を対象とする。 

④世界銀行からの教員派遣もある（Caucasus School of Economics）。10 年間の長期

滞在の予定。 

 

課題：①日本の大学(例：立命館アジア太平洋大学)と一般協力協定を締結することに関心

を示しており、協定締結は本プロジェクト推進のためには意義がある。 

    ②教員は英語もでき、本研修プロジェクトの講師として十分な能力がある。おおむ

ね月給は安く（200 米ドル程度）、本プロジェクトで講師の「アルバイト」をやる

モチベーションがある。活用法を要検討。 

     ③研修会場の提供（有料）も可能であり、プロジェクト実施にあたっては連携の

可能性を検討する必要あり。 

    ④多くの大学教員は理論的な講義には長けているが、経験に基づいた実務的な講

義を行う能力が不足しているという声も多い。 

 

（４）研修機関（民間会社） 

訪問先：ABCO (Association of Business Consulting Organizations of Georgia) 

SMEDA (Small and Medium Enterprises Development Agency) 

Georgian Insurance Association 

       ELC & Com 

       Georgian Business Development Center 

        IT Knowledge Training & Testing Service 

      

特徴：①研修の実績は十分にあり、講師・テキストも整備されている。 

    ②受講生の募集についても能力があり、営利事業としても業績順調の模様。事業拡

大の計画あり。 

    ③Certificate の信用力を高めるために「使える」知識と就職実績を重視。 

④英語と IT スキルが就職(転職)を勝ち取るのに重要な要素。 

⑤民間セクター人材育成への市場ニーズが高いとはいずれの研修機関（会社）から

も聞かれた共通の弁。需要が供給を上回っているとの認識から GCCI のビジネスト

レーニングに JICA が協力することへの警戒感はない。 

 

課題：①既に上記などの研修機関（会社）が実績をあげているなか、GCCI のビジネストレ

ーニングコースならではの独自性を打ち出し差別化することが必要。 

② ①のために(a)受講者についての情報（受講者の属性など）収集、(b)講師リスト
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の収集及びデータベース化が必要。 

   ③研修テキスト及びカリキュラムについての情報を収集し、教育システムを検討す

ることが必要。 

   ④ABCO や SMEDA など GCCI と関係の深い機関との連携は GCCI の不足分（施設や講師

確保など）を補完できる可能性を秘めており、更なる情報収集とネットワーク構

築が重要である。 

   ⑤特に ABCO（NPO）はグルジアの大半のビジネスサービス機関（22 機関）が加盟し

ており、相応のネットワークを業界内で構築しているものと思われる。ABCO 側も

GCCI との連携や日本の協力に強い関心を示している。 

 

（５）中小企業 

訪問先：Rachis Takaroebi (Racha Spring Waters) 

       Design Studio Mega 

       Bread Factory No.4 

      “GRC”Construction and Repair Company 

       Local Wine Company (4 社) 

      “Elselema”Special Closing Manufacturing 

      “GMP”Medical Drugs Manufacturing 

 

特徴：①日本経済及び日本企業との関係はなく、情報もない。 

    ②研修については関心があるが、小企業においては授業料を支払うことは困難。 

    ③経済成長の波に乗れている企業、品質管理とマーケティングの成功により顧客を

獲得できている企業は成長軌道に乗っている一方で、旧ソ連時代の設備の重荷を

抱えている企業、旧ソ連時代からの顧客喪失を挽回できていない企業の先行きは

暗い。 

④事業者としての登録をせず納税を免れている企業が、まっとうに事業を行ってい

る企業の経営を脅かしている構図がみられる。 

 

課題：①GCCI と対象企業との関係はないかあるいは強固ではなく、今後関係強化を図る必

要がある。GCCI は最近あまり活動していない、GCCI のメンバーになることに関心

がないとの声も聞かれた。 

   ②日本との貿易を促進することには関心があるため、そのためのセミナーなどを開

催することは有効であると思われる。 

   ③グルジアは小企業が中心であり、自ら研修を行う、又は従業員の研修受講を支援

する余裕がない。それらの企業の要望にあった研修のありかたを検討する必要が

ある。 
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（６）その他 

訪問先：Medi Club Georgia 

       International Express Courier Service (OCS 代理店) 

 

特徴：①外国人専用の民間病院があり 24 時間の救急医療・搬送サービスを提供している。

国連機関や外国企業は会員になっており、地方にもサービス範囲を広げている。 

   ②外国との通信・物流機能を業務とする企業は存在する。 

 

課題：①上記外国人専用病院は会員制であり、利用に際しては原則としてサービス内容に

応じたアグリーメントを締結する必要がある。サービス内容と条件の詳細につい

ては調査が必要。 

  ②専門家派遣のためのインフラ（住居など）については更なる調査が必要。 

   ③危機管理のための連絡網及びマニュアルの整備が必要。 

 

 



３．主要議事録 

 
１．事前調査 

 

２．実施協議 
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付属資料 3 

１．事前調査 主要議事録 

（調査日程 2006 年 8 月 8日～8 月 16 日） 

 

日時 2006 年 8 月 8 日（火）13:00～ 

相手機関 グルジア外務省 

面談場所 グルジア外務省 

出席者 先方：Mr.David Nozadze, Director, Department for Eastern Affairs, 他

アシスタント 1 名 

当方：榎下、大杉、ピピア、割石 

内容 団長から調査団訪問の目的・経緯の説明後、Department for Eastern 

Affairs から以下の説明があった。 

１）グルジアの失業率について 

グルジアでは失業率が高く、特に中高年の失業が問題となっているため、

政府が 2、3ヵ月分の賃金を負担し、企業の雇用を促進しようとしている。

首相も失業問題の解決に注力しており、雇用の受け皿としての SME の重要

性も認識している。 

２）カウンターパート機関について 

 GCCI は、多くの企業が会員となっており、会頭は副議長である。政府機

関ではないが、公的な組織といってよく、カウンターパートとして適切で

あると認識。 

３）グルジア関係省庁について 

経済開発省は経済政策の立案と実施を担当し、外務省は日本からの技術

協力の受け入れの枠組みや特権の付与などの条件整備、すなわち技術協力

協定の締結を担当する。また、首相府は経済統計を収集・分析する機能が

あり、首相にグルジアの経済状況について日々レポートしている。大統領

府と首相府は同じオフィスに入っているので相互によくコミュニケーショ

ンをとっているようだ。 

４）技術協力協定について 

 日本との技術協力協定締結は、当初の 2006 年 8 月の予定からは遅れてい

るが、大きな点で問題はなく、10 月には締結できる見込みである。 

５）SME について 

 独立後グルジアは経済規模が縮小、物価も混乱したが、今経済はおおむ

ね安定を取り戻している。第二次世界大戦後に経済成長を遂げた日本にお

いてSMEがその経済の大部分を占めるように、これからはグルジアでもSME

は重要である。特に重要なのは農産物関連と観光産業であり、重化学工業
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は必要ない。農民はビジネスについて知識が少なく、先進国へ輸出するた

めに必要な安全基準、包装、物流、マーケティング等に関する知識につい

て支援が必要である。 

  グルジアは農業社会であり、恵まれた気候条件により質の高いオーガ

ニック食品を生産しており、これがトルコなどに対する比較優位となって

いる。地方農村部のスモールビジネスのサポートも重要である。 

６）JICA のプロジェクトについて 

 大杉氏、ピピア氏はグルジア政府関係者内で名が通っており、両者は日

本・グルジア間のパートナーシップを構築するうえで極めて重要である。

外務省は GCCI に対し適宜手続き上必要なサポートを実施していく。 

  

日時 2006 年 8 月 8 日（火）16:00～17:00 

相手機関 グルジア財務省 

面談場所 グルジア財務省 

出席者 先方：Mr.Dimitri GVINDADZE, Deputy Minister 

Mr.Ioseb SKHIRTLADZE, Head, Department of Foreign Relations 

当方：榎下、大杉、ピピア、割石 

内容 団長より調査団訪問の経緯・目的について説明後、質疑応答がなされた。

質疑応答についての概要は以下のとおり。 

１）本プロジェクトの予算について 

 （いくらプロジェクトの予算を割り当てるかの質問に対し）日本の技術

協力プロジェクトでは、一定の金額をファンドとしてグルジア政府に与え

るという方式はとらないので、グルジア政府の予算になるわけではない

が、JICA としては専門家の派遣や研修の実施など本プロジェクトの投入に

対し3年間で100万 USドル程度の予算規模になるものと見積もっている。

２）今後のステップについて 

・R/D のサインは、グルジア外務省→大統領府→財務省という具合に各省

でドキュメントを回付する必要があり時間がかかる。 

・R/D にサイン後、GCCI のビジネスコース新設・再編のために、日本から

専門家を派遣して、ニーズ調査及びそれを踏まえてのカリキュラム構築を

行う。2007 年度以降、ニーズに応じた分野の専門家をグルジアに派遣し研

修を行っていく。 

・GCCI でプロジェクトについて協議し修正が行われる可能性があるのであ

れば、グルジア財務省としては GCCI との協議を踏まえて再度検討したいと

のこと。財務省は当初のグルジア政府からの要請書もまだみていないので、

どういう依頼をしているのかも確認して対応したいとのこと。 
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３）Microfinance プロジェクトについて 

 グルジア財務省はマイクロファイナンスのプロジェクトを計画しており、

CONSTANTIA と話をしている。マイクロファイナンス実施のための法律を整

備しており、7 月 18 日に関連法案が議会を通過した。プロジェクトの規模

は 600 万 US ドル、期間は 10 年間である。               

 

日時 2006 年 8 月 9 日（水）13:00～14:40 

相手機関 GCCI（グルジア商工会議所） 

面談場所 GCCI（グルジア商工会議所） 

出席者 先方：Mr.Shota MAKATSARIA, First Vice-President（以下、MA） 

   Mr.George KAKABADZE, Executive Director（以下、K） 

    Mr.David MGEBRISHVILI, Administrative Manager of Training Center

（以下、MG） 

当方：榎下、大杉、ピピア、割石 

内容 団長より調査団訪問の経緯・目的についての説明後、協議が実施された。

協議内容については以下のとおり。 

MA：財務省のサインは必要か。 

榎下：昨日も財務省で議論になった。 

大杉：財務省が援助調整の窓口であること、政府として責任を負う事項が

あることの 2 つの理由により財務省の名前になっている。 

MA:財務省の文言変更リクエストについては応諾したか。 

榎下：ODA は政府間事業であり政府間の合意が必要。例えば相手が完全な

民間会社の場合は JICA の協力はできないことになっている。相手国政府が

NPO を実施機関とするなどの指定をすれば特に問題ない。政府と実施機関

の関係を示すことが重要。 

K: GCCI は Public law によって設立されている。 Private law とは違う。

議会によって定められた特別立法により設立されている。 

榎下：パラグアイではカウンターパートは政府機関ではなかったが政府は

WITNESS として R/D に書名をした。実質的な部分にはほとんど関与してこ

ない。 

MA:省庁のサインが必要なことが JICA のルールであることは理解した。 

仲上:財務省と GCCI のかかわりあい方としてはどういうものがいいのかを

フランクに教えてほしい。 

MA:専門家は決まっているのか。 

割石：まだ決まっていない。日本での研修を中心に APU（立命館アジア太

平洋大学）に協力をしてもらうことを考えている。 
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仲上：APU はブルガリアの人材育成プロジェクトに協力をしており、長期

と短期専門家派遣及び研修受け入れの実績がある 

割石：APU を基本的なパートナーとしているが、すべてを APU の教員から

派遣すると決まっているわけではない。ニーズに応じた最適な人材を提供

するように公募などの手段も含めて対応する。ちなみに APU はビジネス業

界での経験を積んだ先生などの人材も豊富であり、ビジネスを理解してい

ない先生が来るのではという心配はない。 

MA：専門家の派遣の仕組みについては理解した。 

仲上：APU と JICA の関係は深い。APU が勝手に動くことはなく、常に JICA

と相談をしながらやっている。 

MA:R/D のなかのⅣの privileges とはなにか。 

榎下：ここにある全部をさして privileges といっている。 

MA:健康保険などは必要ないのか。 

榎下：それは JICA がカバーする。特権についての考え方は外交官に準ずる

扱いということだ。 

K：国際機関など援助機関の専門家と同じ扱いをすること自体は問題ない

が、このように個別に条文を決めると国会で関連の法律を修正するなどの

措置が必要となってくる。 

MA：グルジアはリベラルな法律を整備している。外国から給料をもらう場

合、所得税はそもそもかからない。援助に関する法律、関税、税金に関す

る法令に専門家の扱いや税金についてのルールが定められている。 

割石：免責についてもそのような規定があるが。 

K：ある。 

榎下：例えば業務中に交通事故に遭うなどしたときに個人ですべて解決す

るのではなく、グルジア側より相応の便宜を供与するような扱いが必要と

いうこと。 

K：政府の責任だけではなくて、商工会議所の責任についてリファーしたほ

うがよい。 

MA：関連の法律に準拠する形で表現するほうがよい。実質的なところはそ

れでカバーされる。 

MG：設備は具体的に書かなくてよいのか。どれくらいのスペースがいつか

ら必要なのか。 

榎下：細かい話はメモランダムにするのでどうか。 

K：R/D は原則を確認し、双方の合意のオフィシャライズをするためにある

と理解をしている。 

MG：研修施設については、広く質の高いスペースがほしい。経費の一部を
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もってもらうことはできるか。 

榎下：直接の施設家賃や移転に係る費用負担はできない。プロジェクトで

必要な機材等は専門家の経費で賄うことは可能。 

仲上：例えば大学のスペースを借りることはできるか。 

MG：大学は難しい。大学の設備は古く修理をしないと使えないし警備の問

題がある。機材も盗まれる危険性もある。 

榎下：R/D の ANNEX6 は原則 GCCI の負担をうたっている。ワークショップ

などのイベントを行う場合はプロジェクトの経費として出すこともでき

る。実際には専門家と協議を行うことになる。 

KA：R/D にはどう盛り込むべきか。 

榎下：R/D には原則が明記される。細かいことはミニッツとして別に書く

などの措置が必要。まずは GCCI が文案の修正版をつくってみせてほしい。

 

日時 2006 年 8 月 9 日（水）16:00～17:00 

相手機関 経済開発省 

面談場所 経済開発省 

出席者 先方：Mr.Giorgi NANOBASHVILI, Head of Economic Policy Department 

当方：榎下、仲上、大杉、ピピア、割石 

内容 団長より案件概要及び訪問の趣旨について説明後、以下の協議が行われた。

１）経済開発省について 

 経済開発省は経済政策の立案と執行を担当している。ほかには交通や観

光関係の部局もある。マクロ経済の調査や予測なども行っている。傘下に

は海外からの投資及び国内投資担当の庁もある。 

２）研修の講師について 

 JICA の研修の講師として、グルジア経済開発省から講師を招くことは問

題ない。経済開発省が関与している改革は SME にも影響を与えるので、SME

に新しい権利、ライセンス、登録などについて、正しい知識を身につけて

もらうことは重要である。 

３）Caucasus School of Economics について 

 海外から、あるいは留学経験のある質の高い講師により良質の教育が行

われ、授業料も当初は無料とのこと。 

（先方）人材育成は非常に重要である。現在政府は、民営化による収入を

得ているが、サステナブルなものではない。民間セクターが発展し、人々

の所得が増え、安定的な歳入を増やす必要がある。そのために、もっと銀

行に貯蓄し、外国からの投資も呼び込むような努力が必要である。また、

EU とのビジネスを盛んにするために、基準をクリアにする各種政策を実施
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しなければならない。 

４）日本との経済関係について 

 インフラ整備、ITC、省エネルギー化など日本の優位性がある分野で、日

本にビジネスチャンスはある。グルジアは大きな市場ではないが、コーカ

サス地域の中心的役割を経済的に果たす可能性があり、グルジアは日本の

よきパートナーになり得る。 

 現在JICAではコーカサス3国でそれぞれ民間セクターの人材育成プロジ

ェクトを行っており、将来はこの地域をカバーするようなプロジェクトが

必要である。 

 

日時 2006 年 8 月 11 日（金）9:00～10:00 

相手機関 USAID 

面談場所 USAID 

出席者 先方：Mr.Irina SALUKVADZE, USAID SME Support Program Office 

当方：榎下、仲上、大杉、ピピア、割石 

内容 団長より調査団の訪問目的とプロジェクト概要について説明後、以下の協

議が行われた。 

１）USAID の SME Support Project 内容 

 2005 年に 4 年間のプロジェクトとして開始した。1 年間が経過したとこ

ろで、おおむね成功裡に推移している。2005 年は GCCI との関係もあり、

ビジネスコンペに援助をした。プロジェクトでは①トレーニング②コンサ

ルティング③ビジネス情報提供を行っている。②については、税務、会計

についてもカバーしており、会計士協会との関係もある。トビリシだけで

なくグルジアの地方へ展開することを重視している。BSO（Business 

Service Organization）を 5 ヵ所設置しており、GORI など紛争地区である

南オセチアの近くの都市にも拠点を設けた。 

 またファイナンスへのアクセス向上支援も行っている。貸し手と借り手

それぞれへのトレーニングが必要であるが、グルジアの銀行は中小企業、

特にスタートアップ時期の企業への貸し出しには熱心でなく、SME への貸

出審査のノウハウが乏しいため、USAID が研修を行う。一方で SME は銀行

から資金を引き出すためのノウハウがなく、銀行にローンを申し込むまで

にどのように事業計画と資金計画を立てればよいのかを教えている。 

 さらに保証業務も行っている。元本の 50％を保証するものだが、Bank 

Republic と提携し、既に 9 件のローンに保証をつけた。 

 USAID は民間セクターと公的セクターをつなぎ、ビジネス環境を整備し

て雇用を創出するための様々な活動を行っている。関税制度の整備の支援、
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ワインや水が国際的な基準をクリアするための支援、そして Federation of 

Georgian Businessmen 等各種団体の活動支援を行っている。 

２）援助受入窓口に関して 

 以前は経済開発省のなかに SME のユニットがあったが、今はもうなくな

っている。USAID は海外からの援助窓口の政府機関としては、財務省より

も Ministry of State Coordination が鍵だと認識している。財務省は国内

の税金や関税を担当するのではないかと考えている。 

３）施設利用について 

 JICA が地方都市でのトレーニングを行うのであれば、USAID の施設を使

用することは可能である。 

４）トレーニングのインセンティブについて 

 トレーニングを受けるインセンティブがあることが重要であるが、仕事

やマイクロファイナンス機関からの資金など、具体的なものにつなげてい

く仕組みをつくることがインセンティブになり得る。USAID はマイクロフ

ァイナンスについて、直接特定の機関を支援するのではなく、Georgian 

Microfinance Association のような機関を支援する方法をとっている。 

５）アグリビジネスについて 

 USAID は食品加工等技術的支援を”ADVANTAGE”という別のスキームで

行っており、マネジメントや資金面での支援を行う SME Support Program

とは住み分けを行っている。またアメリカ政府は“Millennium Challenge”

というスキームでグラントも含めた農業支援を行っている。プロジェクト

終了後の見通しについては、地方政府が農業政府に一定の予算を計上する

等の動きがあり、サステナブルなものになることを期待している。 

 

日時 2006 年 8 月 11 日（金）11:00～12:00 

相手機関 EU-TACIS 

面談場所 EU-TACIS 

出席者 先方：Ms. Nino METREVELI, Project Manager 

当方：当方：榎下、仲上、大杉、ピピア、割石 

内容 団長より調査団の訪問目的とプロジェクト概要の説明後、以下の協議が行

われた。 

１）EU のプロジェクト内容 

 EU では地方の発展が極めて重要だとの認識の下、2005 年 12 月から 3 年

間の予定で２つのプロジェクトを推進しており、それぞれ 1.5M ユーロの予

算をもっている。またスペインの NGO である ACH のプロジェクトには予算

の 25％を支援している。 
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EUのプロジェクトでは①所得の向上②コミュニティ開発の2点に重点を

置いている。①について、グルジアの地方部の 95％は農業であり、農家と

市場をつなげるための各種活動を支援している。輸出のポテンシャルがあ

るのに、情報やノウハウが乏しいことにより市場へアクセスできない農家

が多く、支援が必要である。 

②については、地方の発展はグルジアの経済の発展課題の中で優先度が

高く、農民の意見を取り入れる「参加型」の方法によりプロジェクトを実

施している。地方の発展を担当している National Security Council と協

議しながら行っている。 

２）人材育成について 

 National Museum of Georgia や Department of Tourism は企業家育成に

熱心であり、JICA プロジェクトにインストラクターを紹介できる。大学に

ついては、Caucasus Business School などは講師をアメリカに送るなど質

の向上に努めており、Tbilisi State University は質の向上への改革に取

り組んでいる。 

EU でも SME 支援の重要性を認識しているマネージャーもいるが、どちら

かというと市民教育、若者の教育、組織の強化などの分野に力を入れてい

る。 

 JICA は人を通じた技術協力に強みがある。プライベートセクターの発展

だけでなく、パブリックセクターのマネジメントの観点からも様々な協力

を行っている。若い人の政府機関で働く際の意識が変わってきており、サ

ポートが必要である。 

 

日時 2006 年 8 月 11 日（金）16:00～17:00 

相手機関 IFC (International Finance Corporation) 

面談場所 IFC (International Finance Corporation) 

出席者 先方：Ms.Galina ALAGARDOVA 

当方：榎下、仲上、大杉、ピピア、割石、Mr. Sergei BARAMIDZE（紹介者）

内容 団長より調査団の訪問目的とプロジェクト概要について説明後、以下の協

議が行われた。 

１）IFC のプロジェクト内容 

 IFC では 2003 年より 3年間にわたる“SME Policy Project”を実施して

いる。このプロジェクトでは SME に関する政策立案支援、調査、情報提供

を主要な活動内容としている。調査は 1,880 社の SME に対して行い、ビジ

ネス環境整備の観点から何が障害となっているか調べている。具体的には

ライセンス、税金、関税、登記、検査、資金調達等について調査を行って
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いる。調査は 11 月に終了し、報告書を政府に提出する予定であるが、ほか

の CIS 諸国でも同様の調査を行っておりノウハウがある。 

 今までの調査の結果、検査とライセンスが大きな問題だという結果が出

ている。これらを改善するための政策を整備するうえでパイロット機関を

決定するが、ライセンスに関してはパイロット機関は環境省とすることが

決定した。検査に関しては税務署を候補に検討しているがまだ決定してい

ない。 

 情報提供については、SME の経営に役立つ基本的なデータやチェックリ

ストの提供を行っている。SME は知識、経験、情報が不足しており、経済

開発省などの政府機関のデータは信憑性が低い。IFC は実際に SME を個別

に訪問して質問表を基に顔を突き合わせて調査を行っており、より信頼性

の高い調査結果を生み出すことができる。焦点を当てるグループを決め、

定性面もカバーするヒアリングを行う。 

地方では特にビジネススキルの不足が顕著である。ビジネススキルが不

足している一方、人々は研修を敬遠する傾向がある。経済的な結果のみ追

求し、必要な訓練を受けようとしない人が多い。無料であるからといって

研修に来るわけではなく、目に見える結果が得られる研修だという評判を

得ることが必要である。 

２）国税庁のプロジェクト関与 

 SME は税制に関する知識が不足しており、法人登記をしたうえで税金を

納めることの重要性を受講生に教える必要がある。JICA がプロジェクトを

行ううえでは国税庁を関与させると効果的である。 

３）政府の SME 振興政策の問題点 

 政府は国営企業の民営化に忙しく、SME 振興に取り組めていない。SME

への政府サポートが弱く、イリーガルな企業が多いという話も聞かれる。

トルコ系の企業が入り込んできているが、そういった動きもコントロール

できていないという話もある。2005 年には SME の数は減少しており、投資

金額も減っている。 

４）地方における研修 

 商工会議所のような経済団体と連携すれば、地方で研修を行っても受講

生を集められる。また IFC の調査で関係した調査会社は、SME とネットワ

ークをもち、企業のデータベースももっているので有用である。イエロー

ページも有用である。 
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５）大学との関係 

 IFC は、①9月からコーポレートガバナンスの授業を大学で開講し、②

European School of Management でカリキュラム作成支援を行っている。

  

日時 2006 年 8 月 11 日（金）19:00～19:45 

相手機関 IT-KNOWLEDGE 

面談場所 IT-KNOWLEDGE 

出席者 先方：Ms.Marika GOKADZE, Director 

当方：榎下、仲上、大杉、ピピア、割石 

内容 団長より調査団の訪問目的とプロジェクト概要の説明後、以下の協議が行

われた。 

１）IT-KNOWLEDGE の概要説明 

 UGT の子会社として、シスコシステムズのトレーニング、マイクロソフ

トのオペレーターの研修を行っている。年間収入は 10 万 US ドルから 20

万 US ドルであり、年間 200～300 人の受講者を教えている。複数のソース

からファンドを得て事業を行っているが、シスコシステムズが 20％を出し

ている。まだ確定はしていないが、近々ソロス財団からも資金提供がある

見通しである。いずれアルメニア、アゼルバイジャンへも進出したいとの

意欲がある。 

  

日時 2006 年 8 月 12 日（土）9:30～10:30 

相手機関 保険協会（Georgian Insurance Association） 

面談場所 保険協会（Georgian Insurance Association） 

出席者 先方：Dr. Devi KHECHINASHVILI, Chairman 

      Ms. Khatuna JISHIASHVILI, Vice President, Association of 

Actuaries and Financial Analysts 

      Mr. Guram MIRZASHVILI, Executive Director, Underwriting 

Department 

当方：榎下、仲下、大杉、ピピア、割石 

内容 団長より調査団の訪問目的とプロジェクト概要について説明後、以下のコ

メントを当協会より得た。 

１）人材育成について 

 保険協会も人材育成は重要であると考えており、高等教育から職業訓練

まで幅広いレベルでの教育の建て直しが必要である。 

２）グルジアの保険業界について 

 ソ連時代には国際社会のサポートも大学での教育も存在せず、保険産業
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はなきに等しいものであった。しかし近年は年率 20～30％で成長してい

る。保険ビジネス発展のために人材育成は急務であるが、現在認定アクチ

ュアリー（保険年金数理人）は 7 名しかいない。現在グルジアでは規制緩

和が進展しつつあり、その過程で IAS（国際会計基準）を取り入れ、多数

の会計士が育ってきている。一般的な理論をカバーする学術的な教育より

も、具体的な技術を身につけさせる職業教育が必要である。 

３）人材育成機関とビジネス界との接点 

 グルジアのほとんどの企業は中小企業であり、自ら従業員教育をする余

裕はない。Certificate（研修終了証、資格証明書）に意味があることを示

すことは重要だが、時間がかかる。単なる知識ではなくリーダーシップが

重要である。 

 

日時 2006 年 8 月 12 日（土）12:00～13:00 

相手機関 ELC&COM 

面談場所 ELC&COM 

出席者 先方：Sopio KUPRAVA, Director 

      Mr. Vladimier KLIMOVICH, Foreign Language Specialist、その他

スタッフ複数 

当方：榎下、仲上、大杉、ピピア、割石 

内容 団長より調査団の訪問目的とプロジェクト概要の説明後、以下の協議が行

われた。 

・ELC&COM 概要説明 

 創業は 1年半前で、現在は 4 つのコースがある。少人数制をとっており、

1 つのクラスは 5 名程度に抑えている。1 コマ 90 分、週 3 回、受講期間は

1 ヵ月から 3、4 ヵ月であり、科目はパソコン（基礎：Word, Excel, Power 

Point, 応用：Photoshop など）、外国語（英語、ドイツ語、スペイン語、

イタリア語、アラビア語）、銀行員（志望者）向けコース、PR、マーケティ

ング等がある。終了時にはテストを行い、合格者には証明書を発行する。

現在まで 120 名が受講した。 

 PRマネージャー向けのコースでは2ヵ月理論と実践両面のトレーニング

を行う。Tourism マネジメントのコースも 2006 年 9 月から実施予定。 

 就職実績はトビリシ銀行、マリオットなどのホテル、大使館など。銀行

員は英語とロシア語が必須である。 

 グルジアは人材豊富であるが、ビジネスにつながる知識が不足している。

スキルのある人材は不足しており、大きな市場ニーズがある。 

 



 －52－

日時 2006 年 8 月 12 日（土）15:00～16:30 

相手機関 Georgian Business Development Center 

面談場所 Georgian Business Development Center 

出席者 先方：Mr.Sergi BARAMIDZE, Executive Director 

      Mr. Lela RULHADZE, Business Training Group Assistant 

      Mr. Levan MAISURADZE, Business Consulting Group Assistant  

当方：榎下、仲上、大杉、ピピア、割石 

内容 １）Georgian Business Development Center 概要説明 

 組織の設立は 2004 年であり、もともとは CIDA の支援によって始まった

プロジェクトの成果としてこの組織が設立された。現在は USAID からも支

援を受けている。学生及び求職中の若者に実際に職業経験を積む機会を提

供すること、そして卒業生やビジネスマンに理論面での研修を受ける機会

を提供することを目的として活動を行っている。それに応じて講師も理論

面をカバーできる講師とビジネスの実際を教えることができる講師の両方

を備えている。 

 受講希望者には「入学試験」が課せられ、一定水準に満たない場合は「in 

reserve」として順番待ちリストに載る。同試験の成績により best, 

excellent, very good に格付けされた受講生を同じクラスにちりばめるこ

とで学習の同期を高める工夫をしている。講座終了時には授業参加の積極

性、最終試験の成績などを考慮した achievement と completion の 2 種類の

終了証を発行。 

講座は①business planning②financial management③marketing④

effective presentation 等がある。受講生についてはデータベース化し、

ニーズや同行の把握に努めている。2005 年は講義や各種イベントで 2,000

名の受講生を集め、そのうち 200 名が就職をした。自分たちで新たなビジ

ネスを始めたケースも 5 社ほどある。またトレーニングにとどまらず、企

業向けの各種コンサルティング、更にインキュベーション・サービスも提

供している。コンサルティングサービスでは、事業計画作成の支援、企業

を発展させるための各種企画の支援、市場調査などを実施。また学生が計

画するカフェやフィットネスクラブの創業支援も実施。 

現在は学生を含む若者への支援を行っているが、中高年世代へのケアも

大きな課題だ。 

人材紹介サービスでは現在お金を直接徴収していないが、マッチングサ

ービスを行うことで企業が我々の事業のスポンサーになってくれるという

意味で結果的に収入につながっている。一方、コンサルティングサービス

など直接の収入を生む事業もあるが当方は NPO であるため利益が出た場合



 －53－

は大学のDevelopment Fundに拠出し、奨学金などに役立ててもらっている。

２）JICA プロジェクトとのコラボレーション 

 Georgian Business Development Center は GCCI とは良好な関係を築い

ているため、JICA が行う GCCI とのプロジェクトとの連携についても前向

きな姿勢である。 

  

日時 2006 年 8 月 10 日（木）10:00～ 

相手機関 Rachis Tskaroebi (Racha Spring Waters) 

面談場所 Rachis Tskaroebi (Racha Spring Waters) 

出席者 仲上、Nataria（通訳） 

内容 １）会社概要 

 創業 2001 年、本社はトビリシにあり、社員は 50 人である。工場は 300km

離れた Racha にある。社長とロシアのビジネスマンと共同で事業を実施し、

Racha という環境的・健康的な水を取り扱っている。 

２）人材育成システム 

 マーケティングの研修と、工場で働いている人の教育が必要である。 

３）研修のニーズ 

 自社で研修したいと考えているが、現在無料の講習会に参加している。

過去には 5日間で 200US ドルの研修に参加したこともある。 

４）本プロジェクトへの要望と参加可能性 

 希望コースはManagementとMarketingであるが、費用負担は困難である。

５）GCCI のメンバーシップ及び GCCI への評価 

 メンバーである。活動があまりなく、評価できない。 

 

日時 2006 年 8 月 10 日（木）12:30～ 

相手機関 Design Studio Mega 

面談場所 Design Studio Mega 

出席者 仲上、Nataria（通訳） 

内容 １）会社概要 

 2005 年 1 月に設立、社員は 11 名、靴・服・アクセサリーを独自で製作

している。 

２）研修のニーズ 

 社長は熱心に研修を受けており、研修のニーズもある。 

３）本プロジェクトへの要望と参加可能性 

 希望コースは Finance, Marketing,貿易であり、その他グルジアで問題

となっている課題に対応するコース(customer service, operation 
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management, manufacturing practice 等)を希望している。関心があり参

加希望である。 

４）GCCI のメンバーシップ：メンバーではなく、情報もあまりない。小企

業にとってのメリットがみえない。 

  

日時 2006 年 8 月 10 日（木）14:00～ 

相手機関 Bread Factory N4 

面談場所 Bread Factory N4 

出席者 先方：Mr.Malkhaz Doloze, General Director 

当方：仲上、Nataria（通訳） 

内容 １）会社概要 

 1941 年設立、従業員 100 名、パン製造を行っている。かつてはグルジア

に 8 工場、450ｔをもつ大企業だったが、現在は 2工場、10ｔにまで縮小し

た。グルジアマーケットはトルコの企業が多く、トルコ企業がグルジアの

イリーガル企業と提携しており、自社が縮小したのはそれらイリーガル企

業の存在が原因であると認識している。グルジアは法律に問題があり、遵

法中小企業には厳しい状況である。 

２）当社が抱える問題 

①省エネルギー②ソ連時代の機械の更新③パン製造の機械メーカーの非

協力④電気・ガス代の高さ等があげられた。またグルジア政府の一般企

業に対する政策が不十分であると認識している。 

３）人材育成システム 

 各種トレーニングに参加している。 

４）研修のニーズと本プログラムへの参加可能性 

 技術の種類を増やしたいと考えており、本プログラムへは費用によって

は参加したい。 

GCCI のメンバーシップ：メンバーである。 

 

日時 2006 年 8 月 10 日（木）16:00～ 

相手機関 “GRC” Construction and Repair Company 

面談場所 “GRC” Construction and Repair Company 

出席者 先方：Mr. Omar Agdgomelashvili, Director 

当方：仲上、Nataria（通訳） 

内容 １）会社概要 

 2001 年設立、社員 5 人（アウトソーシング活用）、建設建材（屋根裏・

鉄板）の製造・販売を行っている。政府からのサポートは受けていない。
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２）研修のニーズと本プログラムへの要望 

 研修には関心があり、本プログラムでは Accounting, Finance, Computer

を希望したい。 

GCCI のメンバーシップ：メンバーではなく、関心もない様子である。 

 

  

日時 2006 年 8 月 14 日 14:00～ 

相手機関 Caucasus School of Business 

面談場所 Caucasus School of Business 

出席者 先方：Mr. George Turqia 

当方：仲上、Nataria（通訳） 

内容 １）Caucasus School of Business 概要 

 1990 年アメリカのグラントにより設立された。かつては大学の一部であ

ったが、今は独立している。学生は各国から来ており、MBA の知名度があ

がるにつれ生徒数も増加し、設立当初は 12 名だった学生が、現在 1,200

名にまで増えた。 

２）人材育成システム 

 セメスターごとにアメリカに教員を 3 名研修派遣している（4 ヵ月間）。

３）GCCI に対する評価 

 協力したいと考えている。 

 

 

日時 2006 年 8 月 14 日 14:00～ 

相手機関 Tbilisi State Institute of Economic Relations 

面談場所 Tbilisi State Institute of Economic Relations 

出席者 先方：Mr. Avto Chutlashvili, Chief of Scientific Department ほか 

当方：仲上、Nataria（通訳） 

内容 １）Tbilisi State Institute of Economic Relations 概要 

 学生数は 400 人、法律と MBA の専攻コースがあり、現在 BA/MBA/PhD の学

位を出している。専攻は Finance & Banking, Accounting, Management, 

Tourism, Law の５つである。講師を外務省、裁判所、文部省からも招聘し

ている。 

２）人材育成システム 

 大学には教員のための Training Center があり、英語とコンピューター

を教えている。 
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日時 2006 年 8 月 14 日 17:30～ 

相手機関 “Elselema” (Special Cloth Manufacturing) 

面談場所 “Elselema” (Special Cloth Manufacturing) 

出席者 先方：Mr. Elguja Mamasakhlisi, Director 

当方：仲上、Nataria（通訳） 

内容 １）会社概要 

 1992 年創業、家族経営の企業であり、近年は軍隊・警察官・飛行場・銀

行・学校・NATO の制服を製造している。工場には 100 名の女性従業員がい

る。 

２）人材育成システム 

 人材育成は重要と認識しているが、デザイナー等の専門家は不足してお

り、講師を外国から招聘する必要がある。マーケティングの重要性も認識

しており、現在は日本・ドイツ・フランスから学んでいる。 

３）GCCI のメンバーシップ 

 メンバーであり、肯定的な評価をしている。 

 

 

日時 2006 年 8 月 15 日 9:00～ 

相手機関 Tbilisi State University, Caucasus School of Economics 

面談場所 Tbilisi State University, Caucasus School of Economics 

出席者 先方：Mr.Avto Gagnidze, Mr. Richard Beilock 

当方：仲上、Nataria（通訳） 

内容 １）講師 

 世界銀行から教師が2名派遣されており、10～14年の任期の予定である。

２）プロジェクトへの協力 

 e-business、マイクロクレジット、USAID のプロジェクトにも協力して

おり、JICA プロジェクトの日本人専門家と意見交換を希望している。グル

ジアの人は単なる研修には興味がなく、グラントを出す条件として必要な

研修をすることが効果的であるとのコメントが先方から聞かれた。 

 

 

日時 2006 年 8 月 15 日 11:00～ 

相手機関 “GMP” (Media Drugs Manufacturing) 

面談場所 “GMP” (Media Drugs Manufacturing) 

出席者 先方：Mr. Giorgi Antadze, Director 

当方：仲上、Nataria（通訳） 
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内容 １）会社概要 

 1999 年創業の薬品メーカーである。従業員は 100 名グルジアの国立医療

大学を出ており、マーケティング・物流オフィスでは 15 名が勤務している。

２）人材育成システム 

 グルジアの医療大学や外国（ドイツ、フランス、チェコ）などのセミナ

ーなど各種研修に参加している。研修は頻繁に受けており、研修の講師も

務めた経験もある。 

３）研修のニーズ 

 希望科目は品質管理である。 

４）GCCI のメンバーシップ及び GCCI への評価 

 メンバーであり、好意的な印象をもっているが、GCCI は最近活動が活発

でなく、役割を果たしていないとの認識をもっている。しかし輸出のため

に GCCI との関係は必要であるとしている。 

 

日時 2006 年 8 月 15 日 14:00～ 

相手機関 SMEDA (Small and Medium Enterprise Development Agency) 

面談場所 SMEDA (Small and Medium Enterprise Development Agency) 

出席者 先方：Mr. Alexander Gogoberidze, Director 

      Mr. Giorgi Zakaidze, Project Manager 

      Mr. Konstantine Zgenti President of Association of Business 

Consultations’ Organizations 

当方：仲上、Nataria（通訳） 

内容 １）会社概要 

 創業は 1994 年であり、中小企業向けにコンサルタント業務を提供してい

る。トレーニングプログラムの科目は、Business Plan, General 

Management, Marketing, Financial Marketing, Negotiation, Law, Banking

である。教科書は自社で製作しており、事例を多く盛り込んである。グル

ジアではトレーニングコースは数多く存在し、トレーニング終了後、銀行

で一定の条件の下、ローン借入が可能になる場合がある。USAID や EU 同様、

SMEDA もトレーニングが終わっても、個別に相談を受け付けている。 

 

日時 2006 年 8 月 16 日 13:00～ 

相手機関 EBRD/SELP Program 

面談場所 EBRD/SELP Program 

出席者 先方：Mr. Michael Kortenbush, SELP Program Manager 

当方：仲上、Nataria（通訳） 
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内容 １）事業概要 

 2001 年より事業を開始し、累計で 34,851 件、約 1 億 3,000 万ドルの融

資を行った。貸付金利は 6％/年であり、市中金利よりかなり有利である。

２）人材育成システム 

ドイツ人専門化が指導にあたってローンオフィサーを育成しており、現

在 133 名がいる。 
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２．実施協議 主要議事録 

（協議日程 2007 年 9 月 4日～9 月 7 日） 

 

日時 2007 年 9 月 4 日（火）12:00～12:45 

面談相手 安全対策クラーク Mr. Zurab MEDULASHVILI 

面談場所 JICA グルジア事務所 

出席者 当方：榎下、鈴木、栗原、ピピア 

目的 グルジア安全対策ブリーフィング 

内容 以下のとおり、調査団はブリーフィングを受けた。 

・ 四半期ごとにグルジア内務省より安全情報を収集し、JICA へ報告書

を提出している。 

・ ここ最近は凶悪な犯罪はほとんどない。 

・ グルジアでは、夜間の危険はそれほど高くはないが 1 人歩きは避け

たほうが無難。 

・ 外国人向けでは、スリ等軽犯罪が中心であり重大な犯罪は少なくな

っている。 

・ バラ革命以降治安はよくなっている。犯罪者の検挙率も上がり、ま

た刑罰も強化されるなど治安体制も強化されて一定の効果が上が

っている。 

・ アブハジア地区、南オセチア地区においては、政府のコントロール

下にないため、立ち入らないほうが無難。 

・ 首都トビリシで、テロ活動等過激行為は最近ない。 

・ グルジアの場合、民族紛争はない。少数派のムスリムにおいても原

理主義はいない。 

・ 専門家等活動中の緊急時においては、ズラブ氏の携帯番号にまず連

絡してほしい。連絡がつかない場合は、直接警察への連絡をしてほ

しい（番号：０２）。 

所感 

 

ズラブ氏は警察関係の OB であり人脈も相応にある。ピピア氏と危機管

理における住み分けが明確にされていない。本人にも 24 時間体制で連

絡がつかない可能性も高く、専門家が派遣された場合において下記のと

おり緊急時の体制を整える必要がある。 

・ 緊急連絡網の整備 

・ 安全確保のための定期連絡・定期会合の設定 

・ 緊急時に備えた病院・避難場所の確保（英語が通じる病院等） 

・ 立入禁止区域の設定 

・ 安全クラークが作成する定期報告書の情報共有 
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日時 2007 年 9 月 4 日（火）14:00～14：30 

相手機関 グルジア外務省 

面談場所 グルジア外務省 

出席者 先方：Mr.Zurab Dvalishvili, Deputy Director,  

Department of Global Affairs 

当方：在アゼルバイジャン河野一等書記官、榎下、鈴木、栗原、ピピア

目的 表敬訪問 

内容 ・ 河野書記官より、技術協力協定締結を踏まえた本プロジェクトの重

要性が説明され、先方にサポートを依頼 

・ 団長より調査団訪問の経緯、目的について説明 

・ 以下、先方よりのコメント：グルジアで、日本は多くのプロジェク

トを既に実施しており、このまま永続することを望む。今回の SME

振興プロジェクトは国家の戦略に合致しているものであり、その重

要性を認識している。援助の枠組みのなかでは、魚をもらうのでは

なく、釣り方を学ぶということが重要だ。日本・グルジアの技術協

力協定を基盤にこのプロジェクトが開始されればすばらしいこと

であり日本の関係者に感謝したい。今回 R/D 締結において問題はお

きないだろう。財務大臣は代わったが、名前の変更だけで済むと認

識している。万が一何か問題が発生すれば、協力する。 

 

日時 2007 年 9 月 4 日（火）14:30～19：00 

相手機関 GCCI（グルジア商工会議所） 

面談場所 GCCI 

出席者 先方：Mr.Shota MAKATSARIA, First Vice-President 

Mr.George KAKABADZE, Executive Director 

Mr.David MGEBRISHVILI, Administrative Manager of Training Center

Mr.Konstantin Mamporia, External Relations Department  

Ministry of Finance 

当方：榎下、鈴木、栗原、ピピア 

目的 プロジェクトにおける JICA 方針の説明と実施細則の協議 

内容 ・ 財務省担当官より：財務大臣が先週変更したが、まだ議会で承認は

されていない。次官級も全員昨日辞任した。確認するが、前大臣の

署名がまだ効力をもっているだろう。今回の協議が合意されれば、

JICA サイナー変更に伴う R/D の差換え版への署名は問題ないはず

だ。 

・ 団長より調査団訪問の経緯、目的について説明。 
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・ 担当より対処方針に基づいた JICA 援助のスタンス、協議事項につ

いて説明。 

・ GCCI からは、JICA がいくら本プロジェクトで予算をかけられるの

かに質問が集中した。 

 

以下、協議の結果、合意（了承）された内容 

・ プロジェクトにおける JICA－GCCI 双方の役割、本邦研修案、GCCI

の C/P メンバー、フォーカスされる GCCI の研修科目、JCC の役割と

メンバー構成（前述「協議結果」にて詳細参照）。 

・ 研修講師 C/P の確保：専門家到着後 2 ヵ月後までに人選、契約を終

える（詳細前述）。 

 

以下、合意されなかった内容 

・ 新設される研修施設の家賃と新たに契約される講師の給料の JICA

支援。 

・ 供与機材の具体的内容。 

 

 

日時 2007 年 9 月 5 日（水）10:00～11：00 

相手機関 SMEDA (Small and Medium Enterprise Development Agency) 

ABCO (Association of Business Consulting Organizations of Georgia)

面談場所 SMEDA 事務所 

出席者 先方：Mr.Konstantin Zhgenti, Deputy Director, SMEDA (President, 

ABCO を兼務) 

Mr.Giorgi Zakaidze, Projects Manager, ABCO 

当方：榎下、鈴木、栗原、ピピア 

目的 GCCI 関連機関のビジネス研修コース等の情報収集 

内容 当方よりプロジェクトの概要と課題（施設と講師の確保の問題）を説明。

以下、先方要旨。 

・ ABCO はグルジアにおけるビジネス・コンサルティングサービスの普

及・開発を目的に 2001 年に SMEDA が中心となって設立された連合

組織(非営利組織)であり、グルジアにおけるビジネス・コンサルテ

ィング機関（会社）の発展を促すことを通じて、起業家、零細及び

中小企業の経営者や中間指導者の育成とグルジアの民間企業の発

展に貢献することを目的としている。 
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・ ABCO のネットワークは全グルジアに及んでおり、SMEDA を含む 22

の機関が参加している。2002 年以降、グルジアで実施された

Training and Consulting のプロジェクトの大半は ABCO 及びその参

加機関によって行われている。 

・ ABCO では “Training of Trainers” (TOT) course 開講の実績が

ある。基本的には経済学の discipline をもった人材を、最低 2 週

間程度、On-the-job training で ABCO にて研修を行い、SME 向け研

修の講師を育成するものである。TOT 研修を修了した人には

Certificate を出している。修了生には、コンサルタントとして採

用されたり（過去 30 名程度）、その後、大学で講師を務めたりする

人もいる。 

・ また TOT は、マーケティングや一般経営等を中心としたカリキュラ

ムを組んでおり、国内と海外研修を実施している。グルジア人の大

学講師には、実践的なものを教えられる人は非常に限られている。

たいていの場合、SMEDA のビジネス研修の講師には、ABCO で TOT 修

了生のなかから書類選考と面接を経て契約している。 

・ SME 向けビジネスコースの講師養成のための TOT コース用として特

別に用意されたものはないが、通常の講義として使用しているシラ

バスによれば、以下の科目を含むコースを提供しているとのこと。

¾ Introduction to Business Planning 

¾ Introduction to Marketing and Data collection 

¾ Marketing Strategy 

¾ Business operations, Management and Legal issues 

¾ Financial Management 

¾ Introduction to Financial Planning 

上記情報は 10 日間ほどの短期コースのシラバスを含んでおり、

一定程度、基礎的スキルを修得させる教材の準備及び標準化は進ん

でいる。上記コース修了生は、基礎的な Marketing Strategy 及び

Business Management (Basic accounting や Financial Management

を含む)について履修している。 

・ SMEDA は、GCCI が 80%の株式を保有している民間企業。今後オルド

メテヒホテルの 1 室（40 名収容可能→午後に調査団視察）を借りて

研修を実施することになっている（機材は自前で持ち込む）。SMEDA

の Deputy Director は ABCO の President を兼任。 

ABCO、SMEDA ともに GCCI の一部のようなものであり、本プロジェ

クトへの参加を望んでいる。もちろん講師や施設のシェアも GCCI と
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の協議ができればぜひ検討したい。日本人専門家のノウハウをぜひ

我々も吸収したい。専門家のための執務場所を提供することも可能

である。 

所感 

 

GCCI は、SMEDA や ABCO と協調してプロジェクトを進めることに対す

る興味は希薄に感じられた。しかし、GCCI の研修事業キャパシティが

小規模であることを勘案すると、これらの機関との連携は重要なものと

考えられる（さらに ABCO は２２のビジネスサービス機関を抱える）。現

在抱えている課題である＜講師・施設＞共に解決する可能性も秘めてい

るだけに、GCCI にこれらの機関を中心としたネットワークビルディン

グの重要性を説いていくことが必要である。 

また、実際に講師達との面談はできなかったが、先方の話より、理論

的な知識と実務経験を兼ね備えた若い講師（30 歳前後）が多く、吸収

力の高い優秀な人材がいると予想され、講師確保先としてもさらに情報

収集をすべきであろう。ただし、講師確保後、公的な役割を理解させな

がら本プロジェクトへの関与を進めることに留意する必要がある。 

 

日時 2007 年 9 月 5 日（水）11:30～12：30 

相手機関 トヨタコーカサス LLC 

面談場所 トヨタコーカサス LLC 

出席者 先方：Mr. Akira Matsui, President 

当方：榎下、鈴木、栗原、ピピア 

目的 グルジア経済、民間セクターの課題等の情報収集 

内容 当方よりプロジェクトの概要を説明。グルジア経済、人材、ビジネス環

境などを日系企業の視点からヒアリング。 

（先方要旨） 

・ 当社は豊田通商 100％出資の現地法人で、2007 年 1 月に設立。4 月

より Operation を開始した。担当地域はコーカサス 3 国（グルジア、

アゼルバイジャン、アルメニア）であるが、中央アジアのタジキス

タン、トルクメニスタン、ウズベキスタンも管轄している。主に自

動車販売会社向けの卸売りを行っており売上げは好調である。現在

グルジアに進出している唯一の日系企業。 

・ グルジアは、米国で教育を受けた大統領の方針の下、急速な行政改

革（汚職への厳しい取り締まり）及び民営化が推進されている。以

前は税関で賄賂が横行していた時期もあったようだが、現在ではか

なり厳しく取り締まられている。政府の徴税も厳しくなっており、

多くの脱税店が 2006 年つぶれた。民営化はあまり民営化になじま
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ないものも含め、かなり広範囲にわたる分野で進められている。鉄

道セクターも英国に売却されることが決定された等、ややペースが

速すぎることには懸念もある。 

・ グルジアの年配者（40 歳以上）は旧ソ連時代からの古い体質を引き

ずっている人が多い。旧体制踏襲タイプも多く、なかなか新しいや

り方に適応できない。一方で 30 歳代は適用が早く、英語の分かる

人材も多い。当社でも 4、5 年後には完全現地化で日本人の常勤は

置かなくてよい組織体制をめざしている。GM クラスは現在でも 35

歳であり、若い世代を育成している。 

・ 中小企業育成資金としては、EBRD や世界銀行が資金協力をしている

ほか、農産物加工（ワイン製造等）や乳製品加工の分野では欧州か

らの直接投資が伸びている。製造業・軽工業セクターはまだまだと

いう段階。外資も総じて製造業セクターには入ってきていない。目

立った産業として農産物加工分野以外はあまり育っていない。な

お、観光・ホテル建設計画が大型でも 4 件あり、不動産・建設分野

はややバブル的様相となっている。ただし、アゼルバイジャンのバ

ブルは更に膨らんでいる。 

・ マクロ経済指標、GDP 成長率は堅調であるが、その経済基盤には脆

弱な面は否めない。外貨準備も減少しているようで、いかに外資（直

接投資）を呼び込むかにかかっている。Poti Port（黒海沿岸）の

Free Economic Zone 設定（中東国が 15 億ドルを支援）などもこの

文脈から捉えられる。 

・ マクロ的な数字からだけであれば、この国のデフォルトリスクはか

なり高いという判断になろう。しかしながら、グルジアにはバクー

からトルコに抜ける石油パイプラインが通っており、BTC パイプラ

インについては、米国が支援し、英国が建設を請け負っており、米

英のコミットメントがあることを当社としては重視している。米国

大使館は開設されており、グルジアの NATO 加盟も交渉されている。

地政学的にこのグルジアでの米英のプレゼンスは維持されるもの

とみている。仮に、通貨危機のような経済破綻があっても、米国あ

るいは世界銀行・IMF(国際通貨基金)の支援は Last resort facility

として機能するものとみている。当面の課題としては、貿易最大相

手国であるロシアとの関係改善だ。 

・ 不動産・建設バブルを背景に、貸出金利もかなり高くなっており、

年 18％程度になっている。一方で、当社は Bank of Georgia とオー

トローンの商品を設定。借入条件は 6 年で頭金なし、金利は 14％。
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月に約300USドルの支払いでトヨタの小型車が購入できる商品とな

っている。注文は多く、この程度の支払いのできる所得層が増えて

いることがうかがえる。 

・ バンキングセクターにおいては、かなり利潤をあげているようだ。

現在の高金利を背景に貸出を積極的に推進しているため、SME を含

め民間企業の資金調達はそれほど困っている様子はない。 

・ 前述のとおり、この国にいる若者へのトレーニングは吸収がよく最

も効果があるものであり、日本的なマーケティングや経営手法など

を技術移転する意義は大きい。このような協力を JICA の支援で実

施されるのは重要であり我々も歓迎したい。彼らには、まだまだ「カ

イゼン」など目に見えないものへの興味がない。日本的なものは彼

らのメンタリティを変化させるのにとてもよい手法であるだろう。

だが、留意する点としては、若手は転職が容易になされること。 

・ Shadow Economy は、グルジアでは小さい。 

・ グルジア SME 全体にいえる課題としては、ほとんどの経営者や従業

員が簡単な会計書類も作成できないことだ。だから投資計画やビジ

ネスプランをつくれない。キャッシュフローの重要性がまるで分か

っていない。おそらく認識すらないのではないか。 

 

日時 2007 年 9 月 5 日（水）15:00～16：00 

相手機関 International School of Economics at Tbilisi State University 

(ISET) 

面談場所 ISET 

出席者 先方：Mr. Eric Livny, Executive Director 

当方：榎下、鈴木 

目的 大学における情報収集 

内容 ・ グルジアの文部科学省（Ministry of Education and Science）は

これまで「Down sizing」、すなわち、ほとんどの大学において教員

を減らす政策を進めてきている。基本的にグルジアの大学教育・教

員の質は悪く、優秀な教員・研究者は外国や民間企業に出てしまう

ため、グルジアの大学の教育・研究レベルはかなり低い。一方で、

優秀な人材を育成することはグルジアの将来を考えても重要であ

ることは論を待たない。 

・ ISET は国際基準の修士コース（経済学がメイン。英語での講義）を

提供している。学生数は 50 名でグルジアのみならず、周辺国、欧

米からの留学生も含まれる。卒業生の多くは PhD 取得のため、外国
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の大学に進学する。教育の質の維持及び収益的にも 50 名で十分と

考えている。書類選考された入学生には Pre-sessional コースとし

て英語と数学の講義を行い、最終的に試験を行う。その試験で優秀

な学生（15 名）に対しては授業料を免除。次の 3 分の 1の学生の授

業料は 1,600US ドル、残りは 3,200US ドルという授業料を設定して

いる。 

・ スポンサーは BP 等の民間企業をはじめ、スウェーデン、ノルウェ

ー政府からの資金援助を受けている。場所も以前いたところが手狭

になったので、新しいビルディングに移転し、現在リニューアル中。

ビルは 7 階建てで 3 つの大教室と 25 の小教室があり、カフェテリ

アも備えている。 

・ 講師は国際的なネットワークを通じて広く応募しており、応募者は

かなり多い。グルジアやアゼルバイジャン出身で欧米で教育を受け

た研究者をはじめ、欧州からの応募が多い。アジアからはこれまで

のところ少ない。書類選考された候補者には来てもらい、セミナー

で模擬講義あるいはプレゼンテーションをしてもらい、選考する。

基本的には契約は 3 年で、契約後、貢献度の高い講師にはテニュア・

ステータス（終身雇用）を与えている。グルジアの大学は研究分野

が立ち遅れており、ISET では研究に力を入れている教授・講師を優

遇し、研究センターとしての質を高めていきたいと考えている。 

  

日時 2007 年 9 月 6 日（水）10:00～17：00 

相手機関 GCCI 

面談場所 GCCI 事務所 

出席者 先方：Mr.Shota MAKATSARIA, First Vice-President 

Mr.George KAKABADZE, Executive Director 

Mr.David MGEBRISHVILI, Administrative Manager of Training 

Center 

Mr.Konstantin Mamporia, External Relations Department, 

Ministry of Finance 

当方：榎下、鈴木、栗原、ピピア 

目的 M/M 協議、署名 

内容 プロジェクトの詳細内容（PDM、PO、双方の投入要素等）については、

双方文書（M/M 最終案）を基に再確認を行い、これまでの議論どおり修

正なく進められることを合意した。 

また9月4日の協議で合意に至らなかった以下の内容についての協議
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を実施し、合意後 M/M 署名した。 

・ 施設家賃、講師給与に関する JICA 支援は行わない。 

・ 供与機材に関しては、希望機材リストを M/M に添付し、新設される

施設が決定されたのち、そのキャパシティを勘案して JICA に台数

等を通知する。供与機材のための予算上限額を問われたが、機材が

決定しないと予算額は決定できない旨説明し、先方の了承を得た。

(詳細については、付属資料 4：M/M 参照） 

所感  すべて協議事項に関しては合意したものの、資金支援に対する先方の

期待が大きかった。今後プロジェクトを運営していくうえで、日本の援

助方針の理解を一層促す努力が必要である。また、最後まで議論の対象

になった研修施設の移転についてであるが、GCCI の新しい施設に対す

る希望が強く、本プロジェクト中に資金を確保してなんとか達成したい

とのことであった。研修講師の選定・給与予算に関しては、専門家が到

着するまでに準備を整えるとのことであった。JICA としては、先方の

自助努力を促し、それに見合った援助をしていく必要がある。 

  

日時 2007 年 9 月 7 日（木）13:30～15：00 

相手機関 グルジア財務省 

面談場所 JICA グルジア事務所 

出席者 先方：Konstantin Mamporia 担当官, Ministry of Finance 

当方：榎下、鈴木、栗原、ピピア 

目的 R/D 署名 

内容 この日財務省は、R/D の JICA 側サイナー変更に伴う差換え版 R/D（*

注）への署名に難色を示した。既に財務大臣署名済みの R/D を生かして

ほしいとの財務省側の強い要望と、内容に変更がなかったことから、印

刷されている署名者（経済開発部長名）を線で消して、調査団長の署名

を行った。先方は、財務省の Legal Department に確認をして了解した。

（*注：R/D 文書に関しては、グルジアが遠隔地であり正式な JICA 事務所がない

国であることから、財務大臣と GCCI 副会頭、JICA 経済開発部長 3 者の署名で実施

する案文で協議を進めていたため、その案文を基に GCCI も財務省も内部決済を終

え署名されてしまった。今回の調査団派遣に際して経済開発部長ではなく調査団長

の署名にて行うための差し替え版 R/D を調査団は提案した）。 

所感 

 

今回の調査団派遣前日に財務大臣の急な交替があり、R/D 署名も難航

するかと思われたが、R/D 署名日における前大臣の権限は有効であると

の財務省の確認の下 R/D が合意に至った。 

今回財務省内では大臣以下、幹部の大幅な人事異動があったが、プロ
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ジェクトへの影響はないと財務省担当官からの報告を受けた。しかし、

同省が援助受入窓口である以上、本案件のみならず今後の動向には十分

留意する必要がある。 

 



４．M/M(Minutes of Meetings)、R/D(Record of Discussions) 
 

・事前調査 M/M（2006 年 8 月 16 日署名） 

 

・実施協議 R/D（2007 年 9 月 7 日署名） 

 

・実施協議 M/M（200７年 9 月 7 日署名） 
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